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は じ め に

分譲マンションは、都市部を中心に多くの方が暮らす住まいとして広く普及
し、私たちの生活に欠かせない重要な居住形態となっています。マンションを
適切に管理することは、快適な居住環境を維持するだけでなく、資産価値の保
全や周辺の安全確保、地域の良好な住環境を守るうえでも重要な役割を果たし
ています。

マンションでは、建物の共用部分、附属施設等を管理組合という区分所有者
全員で構成する団体が共有し、その管理を担っています。

しかしながら、一つの大きな建物を多くの人が区分して所有するマンション
では、区分所有者の年齢や生活スタイル、価値観は様々であり、管理に対する
考え方も一様ではありません。

このため、管理組合の意思決定の場である総会において、十分に話し合いを
重ね、区分所有者の合意のもとで管理方針を決めていくことが重要となります。

近年は、建物の老朽化と居住者の高齢化という「 ２ つの老い」の同時進行に
より、長期修繕計画の見直し、役員の担い手不足、合意形成の難しさなど、マ
ンション管理を取り巻く課題が一層複雑化しています。

こうした状況を背景に、令和 ７ 年 ５ 月には、区分所有法、マンション管理適
正化法、マンション再生円滑化法等が改正されました。今回の改正では、管理
組合の運営を円滑にする仕組みの整備や、管理不全マンションへの対応、公的
関与の枠組みが明確化されました。

また、マンション再生については、建替えに加え、更新・除却・敷地分割な
ど多様な手法が制度上整理され、マンションの実情に応じた選択肢が広がりま
した。さらに、これらの改正を踏まえ、マンション標準管理規約も改正されて
おり、 管理組合においては管理規約の見直しが求められています。

これらの制度改正は、マンションの管理主体である管理組合とその構成員で
ある区分所有者の皆さまが、将来を見据えて適切な判断を行うための後押しと
なるものです。

本ミニガイドでは、改正法の概要や知っておくと役立つ基本的なポイントを、
できるだけ分かりやすく整理しました。

日々の管理や今後の検討に役立てていただき、皆さまのマンション生活がよ
り快適で安心なものとなる一助となれば幸いです。

マンション管理推進協議会
― 令和 ８ 年 ６ 月改訂 ―

マンション管理ミニガイド.indd   1マンション管理ミニガイド.indd   1 2026/08/04   13:48:392026/08/04   13:48:39



2

●目　次
１　改正法の公布・施行………………………………………………………………………… 3
１ 　区分所有法の改正の概要……………………………………………………………………… 4
２ 　マンション管理適正化法の改正の概要……………………………………………………… ７
３ 　マンション再生円滑化法の改正の概要……………………………………………………… ８

2　令和7年改正 マンション標準管理規約の主な変更点………………………………10

３　基礎知識
１ 　マンション管理の重要性………………………………………………………………………12
２ 　マンションの特徴………………………………………………………………………………１2
３ 　管理組合…………………………………………………………………………………………１3
４ 　管理規約・細則…………………………………………………………………………………14
５ 　専有部分・共用部分……………………………………………………………………………１5
６ 　管理組合の業務…………………………………………………………………………………１8
７ 　管理者……………………………………………………………………………………………１8
８ 　理事長（管理者）の職務………………………………………………………………………１9
９ 　監事の職務………………………………………………………………………………………20
10　管理組合の役員…………………………………………………………………………………20
11　総会（集会）……………………………………………………………………………………21
12　総会の開催………………………………………………………………………………………21
13　総会議事録………………………………………………………………………………………22
14　総会の議決権と決議事項………………………………………………………………………22
15　理事会……………………………………………………………………………………………24
16　適正化推進計画と管理計画認定制度…………………………………………………………25
17　管理費……………………………………………………………………………………………28
18　修繕積立金………………………………………………………………………………………29
19　大規模修繕と長期修繕計画……………………………………………………………………29
20　マンションの改修と再生等……………………………………………………………………33
21　管理組合の会計…………………………………………………………………………………33
22　管理委託…………………………………………………………………………………………35
23　外部管理者方式（管理業者管理者方式）……………………………………………………39
24　損害保険…………………………………………………………………………………………40
25　生活にかかわるトラブルとその対処等………………………………………………………43
26　住まいの防災・防犯対策………………………………………………………………………44
27　良好なコミュニティ形成のために……………………………………………………………45
28　マンション管理・再生ポータルサイト………………………………………………………46
29　名古屋市のマンション管理・再生に関する支援制度………………………………………47

4　マンション関連団体………………………………………………………………………… 48

5　マンション管理推進協議会………………………………………………………………… 50

マンション管理推進協議会とは
マンション管理適正化法の施行に伴って、平成14年 ３月に発足し、現在、愛知県及び名古屋市を含
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老朽化したマンションの増加等の社会経済情勢の変化に鑑み、マンションその他の区分所有建物の
管理及び再生の円滑化等を図る必要があります。そのため区分所有建物の再生等の実施の円滑化、集会
の決議要件の合理化、所有者不明専有部分管理命令の制度の創設、敷地共有者等集会制度の対象範囲の
拡大、マンション管理適正化支援法人の登録制度の創設等の措置を講ずる必要があることから、改正法
が令和 7年 5月30日に公布され、公布日施行分、令和 7年11月28日施行分、令和 8年 4月 1 日施行分、
令和 9年 4月 1日施行分に分けて施行されることになりました。
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改正法（「老朽化マンション等の管理及び再生の
円滑化等を図るための建物の区分所有等に関する
法律等の一部を改正する法律」）の公布・施行

■マンションのライフサイクル（イメージ）

新築 再生修繕・改良適正管理

管理不全
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※（  ）括弧内は築40年以上となるマンションの築年を示す。
※建築着工統計等を基に推計した分譲マンションストック戸数及び国土交通省が把握している除却戸数を基に推計。

現在（2024年末）
（1985年以前）

10年後（2034年末）
（1995年以前）

482.9万戸

48.5万戸

148万戸

293.2万戸

○2024年末で、築40年以上のマンションは約148万戸存在する。
○今後、10年後には約2.0倍、20年後には約3.3倍に増加する見込み。

■築40年以上のマンションストック数の推移

出典：築４０年以上の分譲マンション数の推移（2024（令和 ６）年末現在）／国土交通省
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⑤　専有部分の保存・管理の円滑化
　専有部分や共用部分の保存・管理のため、（ⅰ）
他の区分所有者の専有部分の保存請求（ⅱ）共用部
分の管理に伴う専有部分の使用等を含む共用部分の
管理（ⅲ）管理組合法人による区分所有権や建物が
所在する土地と一体として管理又は使用すべき土地
の取得（ⅳ）国外区分所有者における国内管理人の
選任の制度が新設されました。

⑥　共用部分等に係る請求権の行使の円滑化
　管理者は、共用部分等に関し生じた損害保険金・
損害賠償金・不当利得返還金の請求及び受領につい
て現区分所有者及び旧区分所有者を代理行使できる
こととされました。ただし、旧区分所有者が書面又
は電磁的方法により、自ら請求又は受領する旨の別
段の意思を表示した場合はこの限りではありません。

1  管理の円滑化
①　集会の決議について
　管理者等の請求による裁判により裁判所から所
在等不明区分者であるとされた者は、集会決議の母
数から除外できることとされました。

②　集会の議事について
　集会の議事は、区分所有法又は規約に別段の定め
がない限り、集会出席区分所有者（議決権を有しな
いものを除く。）及びその議決権の各過半数で決す
ることとされました。
　また、区分所有法で定める特別議決について、集
会の定足数が、区分所有者及び議決権の過半数（規
約で上回る場合はその割合以上）に変更されました。
※�議決権等は、23ページの＜決議の種別・総会の定
足数・多数決要件の表＞でご確認ください。

③�　所有者不明や管理不全等に対する財産管理制
度の新設

　管理者等の請求により、裁判所が、管理人を選任
して管理権等を与え、所有者不明の専有部分、管理
不全の専有部分・共用部分を適切に管理するよう命
令する、（ⅰ）所有者不明専用部分管理制度、（ⅱ）
管理不全専有部分管理制度、（ⅲ）管理不全共用部
分管理制度が新設されました。

④　管理に関する区分所有者の責務
　集会に参加しない区分所有者が増加傾向にあり、
区分所有建物の適正な管理を阻害する恐れがある
ことから、管理に関する区分所有者の責務が明確化
されました。

　令和 8年 4月 1 日に施行された区分所有法の一部改正の概要は、1　管理の円滑化、2　再生の円
滑化、３　団地再生の円滑化、４　建物が滅失した場合の再生の円滑化、に大別されます。その主な内
容は、次のとおりです。
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区分所有法（建物の区分所有等に関する法律）の
改正の概要
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Ⅰ　建替え
①　建替え決議の多数決要件の緩和
　原則は、現行のまま4/5以上で改正されていま
せんが、次の客観的要件のいずれかを充足してい
る場合は多数決要件が各4/5以上から各3/4以上
に緩和されました。
≪客観的要件≫
（ⅰ）耐震基準に不適合
（ⅱ）火災に対する安全基準に不適合
（ⅲ）�外壁等の建物の部分の剥離・落下により周

辺に危害を生ずるおそれ
（ⅳ）�給排水その他の配管設備の損傷・腐食その他

２  再生の円滑化

の劣化により著しく衛生上有害となるおそれ
（ⅴ）�バリアフリー基準に不適合
　②　�建替え決議後の賃貸借・使用終了及び配偶者

居住権の消滅
　建替え決議後において、建替え決議賛成者等は、
専有部分の賃借人又は使用賃借人に対して賃貸
借・使用終了請求ができることになりました。ま
た、専有部分に配偶者居住権が設定されている場
合にも同様に配偶者居住権の消滅請求ができるこ
とになりました。

【建替え決議：マンションを取り壊し、新たなマンションを建築】

【建物更新決議（一棟リノベーション）：躯体の補強と全専有部分の改良】

Ⅱ　�建替え以外の建物の再生・区分所有関係の解消
建替え以外の建物の再生・区分所有関係の解消として次の制度が新設されました。
❶建物敷地一括売却制度
❷建物取壊し敷地売却制度
❸建物取壊し制度
　また、建替え以外の建物の再生や区分所有関係の解消のため次の決議ができることになりました。

・建物更新決議�　（一棟リノベーション）　…�建物の構造上主要な部分の効用の維持・回復のため、共用部
分の形状を変更し、かつ、これに伴い全ての専有部分の形状、
面積、位置関係を変更する決議

・�建物敷地売却決議…�❶により区分所有者・議決権・敷地利用権の持分の価格の一定の多数による建物及
び敷地を売却する決議　　

【建物敷地売却決議：マンションと敷地を一括して売却】
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　決議の種類 集会種別 決議要件 条文

団地内建物敷地売却決議
団地内建物の区分所有者
で構成される集会又は団
地管理組合法人の集会

区分所有者（議決権を有
しないものを除く）及び
議決権の各4/5※以上の多
数

§71

※団地内建物の全部が客観的要件のいずれかに該当する場合は、多数決要件が各4/5上から各3/4以上に緩和されました。

３  団地再生の円滑化

①　団地内建物の建替え決議の多数決要件の緩和
　団地内建物の建替えの円滑化を図るため、団
地内建物の一括建替えの決議や団地内建物の特
定建物の建替え承認決議について、全ての団地
内建物が客観的要件のいずれかに該当する場合
は、多数決要件が緩和されました。

②　団地内建物敷地の一括売却制度の新設
新設された団地内建物敷地の一括売却制度をまと
めると下表のとおりです。

・�建物取壊し決議…�❸により区分所有者・議決権・敷地利用権の持分の価格の一定の多数による建物を取
り壊す決議

【建物取壊し決議：マンションの取り壊し】

決議の種類 集会種別 決議要件 条文

建物更新決議
（一棟リノベーション） 集会 区分所有者（議決権を有しないものを

除く）及び議決権の各4/5※以上の多数 §64の 5

建物敷地売却決議 集会
区分所有者（議決権を有しないものを除
く）、議決権及び当該敷地利用権の持分
（議決権を有しないものの持分を除く）
の価格の各4/5※以上の多数

§64の 6

建物取壊し敷地売却決議 集会 同上 §64の 7

建物取壊し決議 集会 区分所有者（議決権を有しないものを除
く）及び議決権の各4/5※以上の多数 §64の 8

※建替えと同様、客観的要件のいずれかに該当する場合は、多数決要件が各4/5以上から各3/4以上に緩和されました。

各決議の要件をまとめると下表のとおりです。

【建物取壊し敷地売却決議：マンションを取り壊した上で敷地を売却】

・�建物取壊し敷地売却決議…�❷により区分所有者・議決権・敷地利用権の持分の価格の一定の多数による
建物を取り壊し、敷地を売却する決議　　
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マンション管理適正化法（マンションの管理の
適正化の推進に関する法律）の改正の概要

　
１ � �修繕実施が不適切であるマンション

に対する助言・指導・勧告等の追加
� 　【令和 7年11月28日施行関係】

　　　　

　地方公共団体の長は、マンションの修繕の実施
が、マンション管理指針に照らして著しく不適切で
あると把握した場合には、管理組合の管理者等に対
し、マンション管理適正化指針に即したマンション
の管理を行うよう、助言、指導及び勧告することが
できることとされました。
　あわせて、地方公共団体の長は、マンションに対
してこれらの助言、指導及び勧告を行うにあたり、
必要があると認めるときは、管理者等に対して管理
状況の報告や立入り検査等を行うことができるこ
ととされました。

２  民間団体との連携強化
� 　【令和 7年11月28日施行関係】

　区分所有者の意向把握や合意形成の支援等の取
組を行うため、管理支援業務の実施に関する計画が
適正であり、かつ計画の実施を遂行するための経理
的及び技術的な基礎を有する民間団体について、地
方公共団体の長が登録する「マンション管理適正化
支援法人の登録」制度が新たに創設されました。マ
ンション管理適正化支援法人の登録については、愛
知県（町村区域）又は各市のマンション担当課（各
市域）にお尋ねください。

３ � �管理業者管理者方式の重要事項
等の説明等

� 　【令和 8年 4月 1日施行関係】

　　　　

　マンション管理業者が管理者受託契約（管理業者
管理者方式）を管理組合と締結しようとする場合、
管理者受託契約の内容等重要事項について、あらか
じめ当該マンションの区分所有者及び管理者に対
して説明会を開催して説明することとされました。　　　　　　　　
　また、マンション管理業者が、従前の管理受託内
容と同一条件で管理者受託契約を更新する場合も、
あらかじめ区分所有者等に対して重要事項を記載
した書面を必ず交付することとされました。

　　４�  �マンション分譲事業者による管
理計画の認定制度の創設

� 　【令和 9年 4月 1日施行関係】
　　　　

　マンションの管理計画の認定については、新たな
仕組が設けられます。マンションを分譲しようとす 
る者があらかじめ、管理計画を作成し、その計画に 
ついて、地方公共団体の長に認定を申請することが 
できるようになります。 
　また、管理計画認定を受けたマンションは、建物、 
敷地、広告等に「管理計画認定マンション」である 
旨を表示することができることとされました。

　マンション管理適正化法の改正は、施行日が①令和 7年11月28日施行（改正法第 4条関係）、②令和
8年 4月 １日施行（改正法第 5条関係）、③令和 9年 4月 1日施行（改正法第 6条関係）に分かれます。
それぞれの主な改正の内容は、次のとおりです。
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　管理計画については、16　適正化推進計画と管理計画認定制度（25ページ）を参照してください。

＜各主体の主な役割＞

助言・指導等

援助

支援

支援

支援

連携

登録
登録

委託に基づく
適正な管理

国

○ 基本方針の策定

県・市
○ 管理適正化推進計画の作成
○ 管理計画認定制度の運用 
○ 助言・指導等

マンション管理適正化
支援法人

○ 管理組合等への援助・協力

地方住宅供給公社
○ 修繕、その他の管理
○ 管理計画認定マンションの
　 修繕の企画・調整

マンション
管理士

○ 管理組合等
　 への助言・
　 指導

自主的な
組合運営

管理
組合

マンション管理適正化推進センターマンション管理業者
○ 管理組合への情報・資料の提供
○ 技術的支援 等　※国土交通大臣が指定

○ マンション管理事務の実施
○ 管理事務主任者の設置

NPO 法人等
○ 知識・経験を
　活かした活動

　建物と居住者の「 ２つの老い」が進行する中、外壁剥落等の危険な建物の再生が課題となっています。
この課題解決の一助として、区分所有法の改正にあわせ、「マンションの建替えの円滑化等に関する法律」
が「マンションの再生等の円滑化に関する法律」（以下「マンション再生円滑化法」）に改められ、マン
ションの再生等の円滑化が図られることとなりました。その一部改正の概要は次のとおりです。

��

��

��

��

��

��

��

�� マンション再生円滑化法（マンションの再生等
の円滑化に関する法律）の改正の概要
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1  新たな再生手法の創設等
　区分所有法の一部改正により新たに認められた

再生決議に対応した事業手続（組合設立、権利変換
計画、分配金取得計画等）等が整備されました。

　主な再生手法（新たに整備された手法は◇の事業）は、次のとおりです。※

事業名 定義 マンション再生
円滑化法第 ２ 条 １ 項

マンション建替事業
マンション再生円滑化法で定めるところに従って行わ
れるマンションの建替えに関する事業及びこれに付帯
する事業

６ 号

◇マンション更新事業
　（一棟リノベーション）

マンション再生円滑化法で定めるところに従って行わ
れるマンションの更新に関する事業及びこれに付帯す
る事業

７ 号

◇マンション一括建替等事業

マンション再生円滑化法で定めるところに従って行わ
れる団地建物の全部について行われる次の事業及びこ
れに付帯する事業
イ　一部が滅失した場合の建替え及び再建に関する事業
ロ　全部が滅失した場合の建替え及び再建に関する事業

9 号

◇マンション除却敷地売却事業 マンション再生円滑化法で定めるところに従って行わ
れるマンション除去敷地売却に関する事業 19号

◇敷地売却事業 マンション再生円滑化法で定めるところに従って行わ
れる敷地売却に関する事業 20号

◇マンション除却事業 マンション再生円滑化法で定めるところに従って行わ
れるマンションの除却に関する事業 25号

敷地分割事業 マンション再生円滑化法で定めるところに従って行わ
れる敷地分割に関する事業 28号

※改正前の再生手法は、マンション建替事業、マンション敷地売却事業、敷地分割事業の 3 事業。

　　２�  �多様なニーズに対応した建替え
等の推進

　　　
　容積の確保を目的として隣接地等を取り込むこ
とにより、マンション再生に向けた合意形成を促進
させるため、隣接地や底地の所有権等を再生後のマ
ンションの区分所有権に変換することが可能とさ
れました。
　また、除却等の必要のあるマンションに係る特別
な措置として、客観的要件※に該当し特定行政庁か
ら要除却等認定を受けた場合には、再生に関連する
多数決議決の要件が緩和されるとともに、各部分の
高さ制限についても緩和が受けられることとされ
ました。
※�【客観的要件】については区分所有法の「 ２　再
生の円滑化」（ ５ページ）を参照してください。

　　３ � �マンション建替等円滑化指針と
助言・指導・勧告

� 　【施行日：令和 7年11月28日】
　　　

　国は「マンションの再生等の円滑化に関する基本
方針」を定め、基本方針の中で「マンション建替等
円滑化指針」を定めることとされ、この指針が令和
7年11月21日に制定されました。この指針に従っ
て、地方公共団体は、新たにマンションの建替えそ
の他の措置の実施を図るため必要な助言・指導を行
い、また、著しく保安上危険なマンションや衛生上
有害となる恐れのあるマンションの区分所有者に
対して、マンションの建替えその他の措置の実施を
勧告できることになり、さらに勧告を受けた区分所
有者が、正当な理由がなく勧告に従わなかったとき
は、その旨を公表することを検討するほか、建築基
準法に基づく除却の命令等、強制力を伴う措置を検
討するように努めることとされました。
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区分所有法の改正に伴い、マンション標準管理規約も改正されました。管理組合の運営に関する重要な見直
しが行われているため、各マンションでは管理規約の見直しが必要です。特に★マークの付いた項目は、見直
されない場合、区分所有法に抵触するおそれがあるなど、見直しが必須です。

��

��

��

��

��

��

��

��

令和7年改正
マンション標準管理規約の主な変更点

●特別決議（3/4 以上の賛成を要する決議）についても、
　総会の出席者による多数決に変更

すべての区分所有者が多数決の母数 総会に出席した区分所有者が多数決の母数

現　行 改正後

すべての決議

現　行 改正後

★

見直し ●総会招集時の通知事項として、
　すべての議案の「議案の要領」を示すことに

① 会議の日時
② 会議の場所
③ 目的

（規約の変更等、敷地及び共用部分の変更等、建替え等の場合）
④ 議案の要領

（建替え等の場合）
⑤ 建替えを必要とする理由　等

① 会議の日時
② 会議の場所
③ 目的
④ 議案の要領

（敷地及び共用部分等の変更並びに
マンション再生等に係る多数決要件の緩和を行う場合）
⑤ 多数決要件を緩和する旨・該当する事由

（マンション再生等の場合）
⑥ 再生等を必要とする理由　等

現　行 改正後

★

●総会の定足数について、議決権総数の「半数以上」から
　「過半数」に変更
●「特別決議」を行う場合の総会の定足数を新たに規定

●緊急に総会を招集する際の通知の発送について、
　最短期間を「1週間」に変更

理事会の承認を得て５日間まで短縮可能 理事会の承認を得て１週間まで短縮可能

現　行 改正後

★

●共用部分等に関する損害賠償請求権等の行使について、
　旧区分所有者を含めて理事長による一元的な行使が可能に

一部でも区分所有権の転売のあった
マンションでは、管理者が一括して
損害賠償請求を行えないとの指摘

旧区分所有者も含めて、
管理者が一括して損害賠償請求を可能に

改正前の区分所有法 改正後

★

●管理組合役員等の本人確認に関する
　コメントを追加

この他、次の項目についても、規定の新設・変更、コメントの追加を行っています。

管理組合の財産を狙った区分所有者への「なりすまし」
が報道されています。こうした事態を防止するためには、
管理組合役員等の就任時に本人確認を行うことが有効と
考えられます。

●所在等不明区分所有者の総会決議等からの除外手続き
●専有部分の保存行為の実施の請求
●共用部分と専有部分の配管の一体的な修繕工事等に関する規定
●修繕積立金の使途
●マンションに特化した財産管理制度の活用に係る手続き
●区分所有者の責務

●管理組合役員に関する規定の見直し（理事の「職務代行者」・欠格要件）
●管理組合が取り組むべき防災関係業務の内容
　（防災関係業務の内容・防火管理者）
●喫煙に関するルールの考え方

●「国内管理人」制度を区分所有者が活用する際の
　手続き規定等を創設

国内管理人とは？
改正区分所有法で新たに設けられた制度です。
海外居住の区分所有者に代わって、日本国内のマンション
の管理を担い、総会の招集通知の受領や総会における
議決権の行使、管理費・修繕積立金等の支払い等を
行うことができます。

賛成 5/10（賛成 50%）で否決

OK OK NO

OK OK OK

出席 欠席
母数

無関心 所在不明

賛成 5/6（賛成 83.3%）で可決

OK OK NO

OK OK OK

出席 欠席
母数

無関心 所在不明

議決権総数の半数以上 議決権総数の過半数 ＋区分所有者総数の過半数

出席欠席 出席欠席

基本の定足数 特別決議の場合

＋

原則
緊急に総会を

開くとき 理事会の承認を得て
最短 5 日間まで短縮可能

総会
開催日

2 週間
5 日間

原則
緊急に総会を

開くとき 理事会の承認を得て
最短 1週間まで短縮可能

総会
開催日

2 週間
1 週間

海外居住
区分所有者 国内管理人 管理組合

海外 日本国内

やりとり委任

分譲事業者
区分所有者

旧区分所有者 新区分所有者

管理組合
管理者（代表者）

転売

売買契約

損害賠償
請求権

損害賠償請求権を
一括して請求不可

分譲事業者
区分所有者

旧区分所有者 新区分所有者

管理組合
管理者（代表者）

転売

売買契約

損害賠償
請求権

損害賠償請求権を
一括して請求可能に

管理規約による使途の明確化

マンション管理組合 修繕工事
関連業者

修繕委員会

修繕委員会に
潜入実際の区分所有者の

氏名をかたり「なりすまし」

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

新設

新設

議決権 議決権 区分所有者

★

出席欠席
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●特別決議（3/4 以上の賛成を要する決議）についても、
　総会の出席者による多数決に変更

すべての区分所有者が多数決の母数 総会に出席した区分所有者が多数決の母数

現　行 改正後

すべての決議

現　行 改正後

★

見直し ●総会招集時の通知事項として、
　すべての議案の「議案の要領」を示すことに

① 会議の日時
② 会議の場所
③ 目的

（規約の変更等、敷地及び共用部分の変更等、建替え等の場合）
④ 議案の要領

（建替え等の場合）
⑤ 建替えを必要とする理由　等

① 会議の日時
② 会議の場所
③ 目的
④ 議案の要領

（敷地及び共用部分等の変更並びに
マンション再生等に係る多数決要件の緩和を行う場合）
⑤ 多数決要件を緩和する旨・該当する事由

（マンション再生等の場合）
⑥ 再生等を必要とする理由　等

現　行 改正後

★

●総会の定足数について、議決権総数の「半数以上」から
　「過半数」に変更
●「特別決議」を行う場合の総会の定足数を新たに規定

●緊急に総会を招集する際の通知の発送について、
　最短期間を「1週間」に変更

理事会の承認を得て５日間まで短縮可能 理事会の承認を得て１週間まで短縮可能

現　行 改正後

★

●共用部分等に関する損害賠償請求権等の行使について、
　旧区分所有者を含めて理事長による一元的な行使が可能に

一部でも区分所有権の転売のあった
マンションでは、管理者が一括して
損害賠償請求を行えないとの指摘

旧区分所有者も含めて、
管理者が一括して損害賠償請求を可能に

改正前の区分所有法 改正後

★

●管理組合役員等の本人確認に関する
　コメントを追加

この他、次の項目についても、規定の新設・変更、コメントの追加を行っています。

管理組合の財産を狙った区分所有者への「なりすまし」
が報道されています。こうした事態を防止するためには、
管理組合役員等の就任時に本人確認を行うことが有効と
考えられます。

●所在等不明区分所有者の総会決議等からの除外手続き
●専有部分の保存行為の実施の請求
●共用部分と専有部分の配管の一体的な修繕工事等に関する規定
●修繕積立金の使途
●マンションに特化した財産管理制度の活用に係る手続き
●区分所有者の責務

●管理組合役員に関する規定の見直し（理事の「職務代行者」・欠格要件）
●管理組合が取り組むべき防災関係業務の内容
　（防災関係業務の内容・防火管理者）
●喫煙に関するルールの考え方

●「国内管理人」制度を区分所有者が活用する際の
　手続き規定等を創設

国内管理人とは？
改正区分所有法で新たに設けられた制度です。
海外居住の区分所有者に代わって、日本国内のマンション
の管理を担い、総会の招集通知の受領や総会における
議決権の行使、管理費・修繕積立金等の支払い等を
行うことができます。

賛成 5/10（賛成 50%）で否決

OK OK NO

OK OK OK

出席 欠席
母数

無関心 所在不明

賛成 5/6（賛成 83.3%）で可決

OK OK NO

OK OK OK

出席 欠席
母数

無関心 所在不明

議決権総数の半数以上 議決権総数の過半数 ＋区分所有者総数の過半数

出席欠席 出席欠席

基本の定足数 特別決議の場合

＋

原則
緊急に総会を

開くとき 理事会の承認を得て
最短 5 日間まで短縮可能

総会
開催日

2 週間
5 日間

原則
緊急に総会を

開くとき 理事会の承認を得て
最短 1週間まで短縮可能

総会
開催日

2 週間
1 週間

海外居住
区分所有者 国内管理人 管理組合

海外 日本国内

やりとり委任

分譲事業者
区分所有者

旧区分所有者 新区分所有者

管理組合
管理者（代表者）

転売

売買契約

損害賠償
請求権

損害賠償請求権を
一括して請求不可

分譲事業者
区分所有者

旧区分所有者 新区分所有者

管理組合
管理者（代表者）

転売

売買契約

損害賠償
請求権

損害賠償請求権を
一括して請求可能に

管理規約による使途の明確化

マンション管理組合 修繕工事
関連業者

修繕委員会

修繕委員会に
潜入実際の区分所有者の

氏名をかたり「なりすまし」

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

新設

新設

議決権 議決権 区分所有者

★

出席欠席

出典：分譲マンション管理組合の皆さん！管理規約の見直しが必要です！／国土交通省
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分、建物設備、附属施設、敷地などの共有財産を購
入することになり、各区分所有者は所有者としての
管理責任が生じます。

③　使い方の違い
それぞれが住戸部分を所有しているとはいえ、機
能や価値は全体に関係があることから、使用方法は
ある程度制限されます。
 　
④　管理の違いとその費用
　建物本体や敷地は共有ですから、維持・補修は共
有関係にある区分所有者全員で話し合って、その方
法などを定め、管理に要する費用は区分所有者全員
が公平に分担しなければなりません。
以上のことは、各区分所有者がマンション管理に
ついて考えや判断を形成するうえでの基礎となり、
出発点となるものですから、よく理解することが大
切です。

また、管理組合や管理者の業務がしっかり行われ
ないと、建物やその設備の不具合・劣化により住み
づらいマンションなるだけでなく、長期間の放置は
外壁の剥落や設備の倒壊などを生じ、第三者にケガ
を負わせたりすれば、区分所有者が連帯して賠償責
任を負うことになります。所有者である限り、その
責任はなくなりません。
マンション管理は、住んでいる人に重要であるこ
とはもちろん、また建物の規模が大きい分、周りの
人にとっても無関係であるとは言えません。

このマンション管理をスムーズに行うには、各区
分所有者が管理の仕組みをよく理解し、マンション
管理に関心を持ち、管理組合の運営に積極的に参加
することが必要となります。
　そして、人の集まりである管理組合においては、
相互のコミュニケーションがとても大切なものなの

1  マンション管理の重要性
マンションは、居住形態が戸建てと異なり相隣関
係等に配慮を要する住まい方であることを十分に認
識し、その上で、マンションの快適かつ適正な利用
と資産価値の維持を図るため、管理組合の管理運営
に参加するとともに、定められた管理規約、集会の
決議等を遵守することが重要です。

修繕のされない老朽化したマンションなどは周辺
の住環境や都市環境の低下などの影響が懸念され、
適切な管理が求められています。
さらには、マンションはその耐用年数が長いこと
から、適切に管理されることにより中古住宅市場で
安心して選択できる良質な住宅ストックとして活用
できるなど社会的にも重要なものとなっています。

２  マンションの特徴
　　

住まいの管理に関しては、様々な問題が生じるも
のですが、マンションにかかわるトラブルはその中
でも特に多く発生しています。
その理由として、戸建て住宅と比較して、次にあ
げるような基本的な違いがマンションにはあります。
 
①　構造の違い
マンションは、壁や床、天井を境界にしてそれぞ
れの住戸部分があり、エントランスホールから住戸
までの廊下や階段があって一つの建物ができあ
がっています。つまり、それぞれの住戸部分の価値
や機能は、構造上相互に関連して建物全体の資産価
値や機能を産み出しています。

②　所有関係の違い
マンションを購入することは、住戸部分（専有部
分）のみを購入するのでなく、一般に建物の構造部

��

��

��

��

��

��

��

��

基　礎　知　識
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で、良好なコミュニティを形成するため、日頃のあ
いさつや会話などをしましょう。

３  管理組合

マンションの管理を行う主体は管理組合です。
区分所有法第 ３条において「区分所有者は、全員

で建物並びにその敷地及び附属施設の管理を行う
ための団体を構成し、この法律の定めるところによ
り、集会を開き、規約を定め、及び管理者を置くこ
とができる。」と規定しています。ここでいう団体
が管理組合です。
この規定によると、「管理を行うための団体」は

区分所有という状態が発生すると同時に「全員で構
成され」され、手続きを経なくても「当然に成立」
するとしています。なお、この管理組合は法人化が
できますが、法人化してない管理組合は一般に「権
利能力なき社団」であるとされています。
管理組合の構成員である区分所有者は当然に管

理組合の団体的な拘束を受けることになり、区分所
有者である限り管理組合からの脱退はありえない
ことになります。区分所有者は、区分所有者の責務
として、区分所有法第三条に規定する団体の構成員

として、常に建物並びにその敷地及び附属施設等の
管理が適正かつ円滑に行われるよう、相互に協力し
なければなりません。

参考：�区分所有法では、一般に使われている用
語を次のように規定しています。

管理組合　⇒　区分所有者の団体
管理規約　⇒　規約
総会　　　⇒　集会
理事長　　⇒　管理者
組合員　　⇒　区分所有者
賃借人等　⇒　占有者

参考：権利能力なき社団
　権利能力なき社団は、法人格は有してないが
社会的実存として機能している人の団体をいい
ます。その要件としては、共同目的のために集
結した人的結合体、団体としての組織構成、多
数決による団体の意思決定、構成員の変更と無
関係な団体の存続性、その団体組織によって代
表の方法・運営・財産管理その他団体として主
要なものが定まっていることです。

＜管理組合の組織図＞

※

管 理 組 合

総　　　　会
（最高意思決定機関）

理 　 事 　 会
業務執行機関

理 　 事 　 長
管理者・業務執行の代表者

理事 理事 理事 理事

選  任 選  

任

組 　 合 　 員
（区分所有者全員）

※必要に応じて外部専門家を活用し
　役員に就任する等の管理方式を選択することができます。

外部専門家

監  

事

マンション管理ミニガイド.indd   13マンション管理ミニガイド.indd   13 2026/08/04   13:48:442026/08/04   13:48:44



14

することが一般的です。なお、区分所有法では、
区分所有者全員の書面による合意は集合の決議
とみなされます。

参考 ２）マンション標準管理規約及びコメント
　マンションが重要な居住形態となっている中
で、マンションの快適な居住環境を確保するた
めには、区分所有者が具体的な住まい方のルー
ルを定めておくことが重要です。また、社会的
には、マンションを社会的資産として位置付け、
その資産価値を保全することが求められていま
す。 このような状況の中で、管理組合はマン
ションの適正な管理に努める必要があり、国に
ついても情報提供等の措置を講ずるよう努めな
ければならないとされています。こうしたマン
ション管理適正化法の趣旨を踏まえ、国は、各
マンションの実態に応じて管理規約を制定、変
更する際の参考となるよう「マンション標準管
理規約」及び「マンション標準管理規約コメン
ト」を作成し、その周知を図っています。
　「マンション標準管理規約及びコメント」は、
平成16年に初めて公表され、その後数回の改正
が行われてきました。さらに、令和 ７年 ５月の
区分所有法等の大改正を受けて、同年10月に標
準管理規約も改正され、総会決議要件等が変更
されました。現在では、一般分譲の住宅専用の
「単棟型」マンションに加え、店舗併用等の「複
合用途型」マンションや複数棟で構成される「団
地型」マンションについても、それぞれ標準規
約が公表されており、多くのマンション関連団
体等で活用されています。なお、この標準管理
規約で示されている事項については、各マン
ションの規模や居住形態などの個別の事情を考
慮し、必要に応じて合理的に修正したうえで活
用することが望ましいとされています。

４  管理規約・細則

管理規約
管理規約とは、マンションに住み、または所有す

る人々が共に快適なマンション生活を送り、大切な
資産としての価値を保全していくために、欠くこと
のできない維持・管理の基本となるルールです。
この管理規約は区分所有法と同様に守らなくて

はなりませんが、管理規約に何が書かれてあるか内
容を知っておくことが大切です。

どのマンションにも共通する基本的な事項につ
いては区分所有法に定められていますが、マンショ
ンを所有し生活する中で起こる様々な問題には区
分所有法だけでは判断がつかないものが多くあり
ます。
このため、各マンションの特性を踏まえて、区分

所有者が共同してわかり易いルールを定めること
が必要です。
様々な人々が共に生活し、共に所有しているマン

ションでは、管理規約というルールが存在するから
こそ安心して生活ができるのです。マンションの管
理や利用の方法でトラブルになりそうなことは
しっかり管理規約に定めておきましょう。
また、国は管理規約の参考例としてマンション標

準管理規約を作成しています。管理規約の改正や見
直しの際に利用してください。なお、管理規約の設
定や変更等には、総会の議決において、特別決議が
必要です。ただし、それによって一部の区分所有者
の権利に特別の影響が及ぶときはその承諾が必要
です。
※�議決権等は、23ページの＜決議の種別・総会の定
足数・多数決要件の表＞でご確認ください。

参考 1）原始規約
　原始規約は最初に設定される規約のことです
が、一般には分譲時の管理規約がそれにあたり
ます。区分所有法を見ると、管理規約は区分所
有者が総会の決議により設定するものと想定し
ていますが、実際に分譲時に分譲会社等が事前
に作成した管理規約の素案を示し、購入者全員
の同意を書面で得ることにより管理規約を設定
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細　則
区分所有者の権利に直接関わるマンションの管理

や使用に関する基本的または重要な事項については、
規約や総会の決議により定める必要があります。
そして、その具体的な内容、細かな手続き、使用

方法等については規約の下位に位置づけられる細則
という形式で定めます。管理規約ですべてを盛り込
むのではなく、内容を見やすく・分かりやすく整理
して定めることが必要です。
また、マンションの実態に応じて、さまざまな細

則を設けることが考えられます。それぞれのマン
ションの状況に応じて工夫して作成することが望ま
れます。なお、細則の変更等は、規約に別段の定め
がない場合は、普通決議とされます。

（参考例）
・�駐車場使用細則、集会所使用細則、自転車置
場使用細則、ペット飼育細則、防犯カメラ細
則、喫煙に関する使用細則、置き配に関する
使用細則
・�会計処理細則、管理費等滞納の督促および延
滞金等の徴収に関する細則、
・�理事会運営細則　
・�専有部分の修繕細則
・�専門委員会運営細則、組合員等名簿の取り扱
いに関する細則　など

管理規約は生活する全ての人が守る法的義務　 
区分所有者でなくても、その同居家族や賃借人も、
建物、敷地及び附属施設の使用方法に関する管理規
約と総会の決議を守らなければなりません。
賃借人は総会に出席して議決する資格がないため、
管理規約に無関心であったり、その内容を知らな
かったりする場合があります。
そのため、管理組合はルールを積極的に周知する
とともに、区分所有者と賃借人等とのコミュニケー
ションを活性化することが大切です。

参考： 管理規約は、区分所有法を根拠にして
マンションの管理や使用に関する区分所有者相
互間の事項を定めたものですが、この法律に抵
触するものは当然に無効となり効力は生じませ
ん。一般に管理規約において、区分所有法と同
じ条文を規定していますが、それは同じ内容を
確認的に入れることにより法律の勘違いの防止
や、区分所有法をいちいちチェックする手間を
省くことができるからです。

５  専有部分・共用部分

　区分所有法では、区分所有建物の各部分は専有部
分か共用部分のいずれかに属するものとされてい
ます。そのため、建物のうち専有部分を除いた部分
は、すべて共用部分に該当します。

専有部分
専有部分とは、区分所有権の目的となる建物の部
分であり、隔壁（仕切壁）、床、天井などで他の部
分と構造上区分され、独立して住居などの用途に使
うことができる部分で、一般にいうマンションの居
住部分をさします。
専有部分は、本来、区分所有者が排他的に使用し
所有できる部分ですが、その用途や使用方法につい
ては規約により定めることができます。例えば、規
約で専有部分の用途を住居専用と定めることが可
能です。これは、区分所有権の対象である建物の各
部分が一つの建物の一部を構成しており、建物全体
に影響を及ぼす事項については、区分所有権で権利
行使の調整が必要となるためです。
また、専有部分の修繕等については、マンション
標準管理規約第17条において、共用部分又は他の専
有部分に影響を及ぼす恐れのある工事を行おうと
する場合には、あらかじめ理事長にその旨を申請
し、理事会の決議による承認を受けなければならな
いとされています。さらに、標準管理規約コメント
の別添 ２には「区分所有者が行う工事に対する制限
の考え方」が詳しく示されていますので、参考にし
てください。
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を共用部分の管理と一体として行う必要がある
ときは、総会の決議を経て、管理組合がこれを
行うことができる」と定められています。
　共用部分の配管の取替えと専有部分の配管の
取替えを同時に行うことにより、専有部分の配
管の取替えを単独で行うよりも費用が軽減され
る場合には、これらについて一体的に工事を行
うことも考えられます。その場合には、あらか
じめ長期修繕計画において専有部分の配管の取
替えについて記載し、その工事費用を修繕積立
金から拠出することについて規約に規定すると
ともに、先行して工事を行った区分所有者への
補償の有無等についても十分留意することが必
要です。

専用使用権
バルコニーやベランダなどは、多数の人が自由に
通行できないため専有部分と思われがちですが、非
常時の避難通路としての機能を持ち、構造上も外部
に位置しているため、共用部分に該当します。特定
の区分所有者が一定の目的のために使用することが
認められているにすぎません。
このように、バルコニー、専用庭、駐車場などの
共用部分や敷地の一部について、特定の区分所有者
が専用に使用できる権利を、一般に「専用使用権」
といいます。
専用使用権は、区分所有法には明確な規定がない
ため、マンション標準管理規約を参考にしてください。

建物の敷地
建物が所在する土地と規約により、一体的に管理
または使用する土地（庭、通路、駐車場、附属建物
の敷地など）をいいます。前者を「法定敷地」、後
者を「規約敷地」といいます。

 敷地利用権
専有部分を所有するために建物の敷地に関する権
利をいい、敷地を目的とする所有権、地上権、賃借
権の権利などが含まれます。
原則として、専有部分と専有部分に係る敷地利用
権を分離して処分することはできません。また、共
用部分の持分の処分についても、この原則に従うこ
ととされています。

共用部分
　共用部分とは、次のものをいいます。
 
①　法定共用部分
　ⅰ�　専有部分以外の建物の部分すべてをいい、区
分所有者全員またはその一部が使用することが
できる建物の基礎、耐力壁、屋上、廊下、階段、
エレベーター室など。

　ⅱ�　専有部分に属しない建物の附属物で、エレ
ベーター設備、ガス設備、電気設備、消防設備
など。 

②　規約共用部分
　ⅰ�　本来は専有部分とすることができるものを集
会室や管理事務室などとして管理規約により共
用部分とされたもの。

　ⅱ�　管理規約により共用部分とされた附属の建物
で、別棟の集会室など

参考：�区分所有者全員またはその一部が使用す
ることの別により、全体共用部分と一部
共用部分という分類もあります。

専有部分と共用部分の境界
専有部分と共用部分の境界が具体的どこかという

点については、考え方はいくつかありますが、区分
所有法では明確に定められていません。そのため、
管理規約において、誰にでも分かるように具体的に
定めておく必要があります。
また、維持管理や修繕の実施にあたっては、専有

部分と共用部分の境界部分や相互に関連する範囲に
関する費用負担や取替えの制限等についても、管理
規約に定めておくことがトラブル防止の観点から重
要です。例えば、壁にエアコン用の穴をあける場合
の承認権者や漏水事故における補修及び費用負担の
負担者などが不明確のままでは、トラブル発生時の
解決が困難になります。

参考：��配管の取替え等に要する費用について
　　　（マンション標準管理規約第21条関係）
　マンション標準管理規約では、「専有部分で
ある設備のうち共用部分と構造上一体となった
部分の保存行為等（区分所有法第17条第 ３項の
「専有部分の保存行為等」をいう。以下同じ。）
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参考 1）専有部分と共用部分　　　　　　　　　 
　区分所有法及び標準管理規約に基づいた建物の専有部分と共用部分の区分について、参考に示します。
・表　建物の専有部分と共用部分の区分（単棟型の場合）

区分 区分所有法 マンション標準管理規約

専 有 部 分
・�区分所有権の目的たる
建物の部分（第 ２条第
３項）

・�住戸番号を付した住戸
・�専有部分を他から区分する構造物のうち、天井、床及び壁の躯体
部分を除く部分
　玄関扉の錠及び内部塗装部分
　※窓枠及び窓ガラスは含まれない
・�上記の専有部分の専用に供される設備のうち共用部分内にある部
分以外のもの（第 ７条）

共
有
部
分

規約共　
用部分

・�規約により共用部分と
された建物の部分及び
附属の建物
　（第 4条第 2項）

・�管理事務室、管理用倉庫、清掃員控室、集会室、トランクルーム、
倉庫及びそれらの附属物
　（第 8条、別表第 2第 ３項）

法定共
用部分

・�専有部分以外の建物
の部分、専有部分に属
さない建物の附属物
　（第 2条第 4項）
・�数個の専有部分に通ず
る廊下又は階段室その
他構造上区分所有者
の全員又はその一部の
共用に供されるべき建
物の部分
　（第 4条第 1項）

・�エントランスホール、廊下、階段、エレベーターホール、エレベーター
室、共用トイレ、屋上、屋根、塔屋、ポンプ室、自家用電気室、機
械室、受水槽室、高置水槽室、パイプスペース、メーターボックス（給
湯器ボイラー等の設備を除く。）、内外壁、界壁、床スラブ、床、天井、
柱、基礎部分、バルコニー等専有部分に属さない「建物の部分」
・�エレベーター設備、電気設備、給水設備、排水設備、消防・防災設備、
インターネット通信設備、テレビ共同受信設備、オートロック設備、
宅配ボックス、被雷設備、集合郵便受箱、各種の配線配管（給水管
については、本管から各住戸メーターを含む部分、雑排水管及び汚水
管については、配管継手及び立て管）等専有部分に属さない「建物
の附属物」（第 8 条、別表第 2 第 1項、第 2 項）

参考 2）登記関係
　・専有部分の登記面積は、内法で計算した床面積になります。
　・�敷地（敷地利用権）の登記持分は、一般には売買契約書に書いてある壁心で計算した占有部分の面
積の持分割合としています。

　・�規約共用部分とした建物の部分及び附属の建物は、第三者に対抗するためには登記が必要です。
　（注）�内法：壁、床、天井等の境界部分すべてが共用部分であり、境界部分によって取り囲まれた空間部分のみ専有部

分とする方法

共有部分 専有部分 専有使用権のある共有部分

パイプスペース
給水・排水縦管

外廊下

外廊下

駐車場
建物躯体

建物躯体

エレベーター

玄関扉窓枠・ガラス
サッシ・網戸 玄関扉の鍵・内部塗装

躯体上枝管

躯体上枝管

壁

天井

床

躯体中枝管
天井裏躯体下枝管

バルコニー

バルコニー
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十三　広報及び連絡業務
十四�　管理組合の消滅時における残余財産の
清算

十五�　その他建物並びにその敷地及び附属施
設の管理に関する業務 

 
以上のように、管理組合は、
①　共用部分・敷地及び附属施設の管理
②�　それらの使用に伴う組合員の共同の利益の増進
を図り、併せて良好な住環境を確保することを目
的としたものです。
①は物の管理であり、②は物以外の部分の管理です。
管理組合の業務としては、ハード面とソフト面の二
面性を持っています。
防災・防犯、美化、清掃などのいわゆるコミュニ
ティ活動は、管理組合の目的の範囲内で行われる限
りで、管理組合の業務として行うことができます。
その際には、区分所有者の団体である管理組合と居
住者が任意加入する自治会、町内会等とは混同する
ことのないよう注意する必要があります。
なお、マンションの居住人数が一定規模以上の場
合、理事長は、防火上必要な業務を行わせるため、
防火管理者を選任し、消防署に届け出なければなり
ません。防火管理者の選任に当たっては、防火管理
上必要な知識・技能を有していることが求められま
す。

７  管理者
管理者とは、区分所有法や規約に定める事務を執行
する者のことをいいます。
管理者は、規約に別段の定めをしない限り、集会の
決議によって選任及び解任されます。
区分所有法では、管理業務の執行者として集会によ
り管理者を選出することを想定されていますが、実際
は多くのマンションで複数の役員（理事）を集会（総会）
で選任し、その役員の中から理事会で理事長を選出し
て、理事長を管理規約で区分所有法上の管理者として
います。マンション標準管理規約でも、理事長の選任
と解任は、「理事及び監事は総会の決議によって組合
員のうちから選任し、又は解任する。」「理事長、副理
事長、会計担当理事は、理事会の決議によって、理事

６  管理組合の業務 　

管理組合は、建物の共用部分、その敷地及び附属施
設の管理を行うことが基本的な業務と言えます。
この業務を適正に執行するため、総会において管理
者として理事長やその他の役員を選出し、一般に執行
機関として理事会を設置します。各役員は、理事会の
定めに従い担当業務を執行します。
また、管理組合の業務は、総会の決議に基づくもの
のほか、管理規約に規定されています。
それぞれの管理組合によって規定している業務の表
現等の違いはありますが、マンション標準管理規約で
は、次の内容になっています。

（業務）
第�32条　管理組合は、建物並びにその敷地及び
附属施設の管理のため、次の各号に掲げる業
務を行う。
一　�　管理組合が管理する敷地及び共用部分
等（以下本条及び第48条において「組合
管理部分」という。）の保安、保全、保守、
清掃、消毒及びごみ処理

二　�　組合管理部分の修繕
三　�　長期修繕計画の作成又は変更に関する
業務及び長期修繕計画書の管理

四　�　マンション再生等に係る合意形成に必
要となる事項の調査に関する業務

五　�　マンション管理適正化法第103条第 １
項に定める、宅地建物取引業者から交付
を受けた設計図書の管理　　

六　�　修繕等の履歴情報の整理及び管理等
七　�　共用部分等に係る火災保険、地震保険
　　その他の損害保険に関する業務
八　�　区分所有者が管理する専用使用部分に
ついて管理組合が行うことが適当である
と認められる管理行為

九　　敷地及び共用部分等の変更及び運営
十　　修繕積立金の運用
十一　官公署、町内会等との渉外業務
十二�　マンション及び周辺の風紀、秩序及び
安全の維持、防災並びに居住環境の維持
及び向上に関する業務
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のうちから選任し、又は解任する」と規定しています。
管理者の資格について、区分所有法では特段の定め

はなく、個人でも法人でも就任可能です。一般的には
管理組合の代表者である理事長（理事）が管理者とな
る場合が多いですが、マンション管理業者やマンショ
ン管理士など、区分所有者以外の外部の者が就任する
こともできます。国土交通省は、これを「外部管理者
方式」と定義し、令和6年6月に「マンションにおけ
る外部管理者方式等に関するガイドライン」を策定し、
マンション管理適正化法の改正に併せて、令和8年4
月に一部改正を行いました。（40ページ参照。）
管理者は、共用部分並びに各区分所有者の共有に属

する建物の敷地及び附属施設を保存し、集会の決議を
実行するほか、規約に定められた権利を有し、義務を
負います。

８  理事長（管理者）の職務
理事長の職務について、マンション標準管理規約で

は、次のような内容になっています。 

（理事長）
第38条 理事長は、管理組合を代表し、その業
務を統括するほか、次の各号に掲げる業務を遂
行する。
一　�　規約、使用細則等又は総会若しくは理事
会の決議により、理事長の職務として定め
られた事項

二　�　理事会の承認を得て、職員を採用し、又
は解雇すること。

２ �　理事長は、区分所有法に定める管理者とする。
３ �　理事長は、通常総会において、組合員に対
し、前会計年度における管理組合の業務の執
行に関する報告をしなければならない。
４� 　理事長は、○か月に １回以上、職務の執行
の状況を理事会に報告しなければならない。
５ �　理事長は、理事会の承認を受けて、他の理
事に、その職務の一部を委任することができる。
６ �　管理組合と理事長との利益が相反する事項
については、理事長は、代表権を有しない。
この場合においては、監事又は理事長以外の
理事が管理組合を代表する。

※�「管理業者管理者」方式を採用した管理組合は、「管
理業者管理者方式を採用する場合の書き換え表」（40
ページ）を参照にしてください。

理事長の職務を具体的に掲げると一般的には次の
ような業務があります。
①�事務の報告（通常総会・理事会）
②収支予算の作成および変更
③�総会・理事会の招集、議長
④業務委託・請負契約の締結
⑤議決権行使者の届出の受理及び代理証明書の受理　
⑥�規約原本の保管、総会の議事録及び書面決議の書
面の保管、閲覧、保管場所の掲示
⑦損害保険契約の締結、保険金の請求および受理　　
⑧組合員の資格の得喪に関する届出の受理
⑨�駐車場使用契約の締結
⑩未納管理費等の請求、法的措置の追行
⑪預金口座開設契約の締結
⑫勧告・指示・警告等
⑬共用部分に生じた損害賠償金等の請求及び受領

実務上、理事長が職務を執行するにあたっては、管
理組合としての管理対象物をどのように管理していく
かについて方針を示し、リーダーシップを発揮するこ
とが求められます。例えば、組合員からの管理上の苦
情や不満への対応、計画修繕工事の進め方などについ
て検討する必要があります。そのため、管理組合とし
て１年間に行うべき重点項目をしぼって、業務執行を
進めていくのがよい方法です。

MEMO
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10　管理組合の役員
管理組合では、通常総会において役員を選出しま
す。この役員は一般的に理事長、副理事長、理事及
び監事で構成されますが、住戸の少ないマンション
では理事長と会計担当理事のみとすることもあり
ます。

管理組合の業務は、理事長、副理事長及び理事に
よって構成される理事会の合議制により執行され
ます。もっとも、理事長はじめ各理事に職務が分担
されており、大きな問題以外は、その権限内で処理
されます。管理組合の役員の担い手不足への対応と
して、理事の負担軽減の観点から、理事の家族又は
親族が理事本人に代わって理事会に出席すること
を認めることも考えられます。
管理組合の役員数については、マンション標準管
理規約コメント第35条関係では、「理事の員数につ
いては、おおむね10 ～ 15戸につき １名選出するも
のとし、員数の範囲は、最低 ３名程度、最高20名程
度とし、○～○名という枠により定めることもでき
る。また、200戸を超え、役員数が20名を超えるよ
うな大規模マンションでは、理事会のみで、実質的
検討を行うのが難しくなるので、理事会の中に部会
を設け、各部会に理事会の業務を分担して、実質的
な検討を行うような、複層的な組織構成、役員の体
制を検討する必要がある。」とされています。

役員の資格については、区分所有法上の規定がな
いため、管理規約で一般に制限します。マンション
標準管理規約第35条では「組合員のうちから総会で
選任する」と規定されていますが、外部専門家を役
員として選任できるとすることも可能です。
また、マンション標準管理規約第36条の 2では、

役員の欠格事由として、「破産者で復権を得ない者、
拘禁刑以上の刑に処せられその執行を終わり、又は
その執行を受けることがなくなった日から ５年を
経過しない者、暴力団員等は役員となることができ
ない」と規定されています。 
 

９  監事の職務

監事の職務について、マンション標準管理規約で
は、次のような内容になっています。

（監事）
第�４１条　監事は、管理組合の業務の執行及び財
産の状況を監査し、その結果を総会に報告し
なければならない。
２ �　監事は、いつでも、理事及び第３８条第 １項
第二号に規定する職員に対して業務の報告を
求め、又は業務及び財産の状況を調査するこ
とができる。
３ �　監事は、管理組合の業務の執行及び財産の
状況について不正があると認めるときは、臨
時総会を招集することができる。
４� 　監事は、理事会に出席し、必要があると認
めるときは、意見を述べなければならない。
５ �　監事は、理事が不正の行為をし、若しくは
当該行為をする恐れがあると認めるとき、又
は法令、規約、使用細則等、総会の決議若し
くは理事会の決議に違反する事実若しくは著
しく不当な事実があると認めるときは、遅滞な
く、その旨を理事会に報告しなければならない。
６ �　監事は、前項に規定する場合において、必
要があると認めるときは、理事長に対し、理
事会の招集を請求することができる。
７ �　前項の規定による請求があった日から ５日
以内に、その請求があった日から ２週間以内
の日を理事会とする理事会の招集の通知が発
せられない場合は、その請求をした監事は、
理事会を招集することができる。

※�監事が理事会へ出席しなくても、決議等の有効性
には影響しません。監事には理事会の議決権は有
りません。

マンション管理ミニガイド.indd   20マンション管理ミニガイド.indd   20 2026/08/04   13:48:452026/08/04   13:48:45



マンション管理ミニガイド　●

21

管理組合を自立的に運営するためには、役員の役
割が重要です。
しかし、区分所有者等の管理への理解や関心が低
い場合には役員の負担が大きくなり、役員のなり手
不足が問題となっています。実態として、慣例的に
輪番制で対応しているマンションも多く見られます。
また、近年は賃貸化や事務所化、空室の増加によ
り、不在区分所有者との公平な役割分担が困難とな
る問題も生じています。
このため、役員のなり手を確保する手法として、
①不在区分所有者を役員にする、②区分所有者と同

11　総会（集会）
総会は管理組合の最高意思決定機関です。区分所

有法では集会と規定しています。
建物等の管理に関する重要事項は、原則としてす

べて総会の決議により決定されるため、十分に審議
を尽くして合意されることが望まれます。
総会には、毎年定期的に招集される通常総会と、

必要に応じて招集される臨時総会があります。
通常総会では、決算報告、新会計年度の事業計画・

予算、役員選任などが決議され、臨時総会では、招
集の必要が生じた事項について審議が行われます。
また、総会は、区分所有者（議決権を有しないも

のを除く。）の ５分の １以上であり、かつ議決権の
５分の １以上有するものは（各 ５分の １の定数は、
規約で減ずることが可能）招集の請求ができ、管理
者が招集しない場合には、当該区分所有者が招集す
ることができます。
さらに、会議の方法として、WEB会議システム

等の利用も認められるようになりました。マンショ

ン標準管理規約には、WEB会議システム等を活用
した総会や理事会に関する定義や留意事項が示され
ています。

12　総会の開催
定期的に行う通常総会の開催時期は、マンション
管理組合の管理規約に必ず定められているため、そ
れに従って開催しなければなりません。一般的な管
理規約では、通常総会の開催について、「理事長は、
通常総会を毎年 1回、新会計年度開始以後 2 ヶ月
以内に招集しなければならない。」と規定されてい
る例が多くみられます。
また、区分所有法では、集会の開催について次の
ように規定されています。
●�「管理者は、少なくとも毎年一回集会を招集しな
ければならない。」
●�「管理者は、集会において、毎年一回一定の時期に、
その事務に関する報告をしなければならない。」

居する配偶者や成人親族を役員にする、③役員に手
当てを支給する、④役員の任期を ２年にして、半数
の役員の任期を １年ずらし半数交代制とする、⑤必
要に応じて、マンション管理に係る専門知識を有す
る外部の専門家の選任も可能とすることなどの方法
を検討してください。この場合、専門家としてはマ
ンション管理士のほか弁護士や建築士などの専門的
知見を有する者が想定され、管理上の課題等に応じ
て適切に専門家を選任することが重要です。なお、
管理規約や使用細則の改正が必要となる場合があり
ます。

＜マンション標準管理規約「別添1」で示された外部専門家活用の主要3パターン＞

（1）理事・監事外部専門家型
　又は理事長外部専門家型 （2）外部管理者・理事会監督型 （3）外部管理者・総会監督型

・理事会有り ・理事会有り ・理事会無し（総会のみ）

・管理者＝理事長 ・管理者≠理事長 ・理事長がいない

・�外部専門家は「役員」（理事（理
事長＝管理者を含む）又は監事）
に就任

・外部専門家は役員ではない
・外部専門家は「管理者」に就任

・外部専門家は役員ではない
・外部専門家は「管理者」に就任
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通知場所
マンション外に住所を有する区分所有者が、通知
を受けるべき場所をあらかじめ届け出た場合にはそ
の場所に、届け出がない場合には当該区分所有者の
所有する専有部分の所在地にあてて通知すればよく、
通常到達すべき時に到達したものとみなされます。ま
た、国内管理人等の届出がある場合には、その届出
がされた国内管理人等あてに通知が必要になります。

13　総会議事録

議事録作成
総会議事録は、総会の議長が作成し、議事の経過
の要領及びその結果を記載し、議長及び総会に出席
した区分所有者の ２人がこれに署名しなければな
らないと定めています。

議事録の内容
総会議事録には、開催の日時、場所、区分所有者
総数、議決権総数、出席区分所有者数、議決権数、
議事の経過の要領およびその結果を記載し、併せて
議案書を添付します。議案内容等については議案書
を引用するようにします。

作成部数
総会議事録は、正本 １通を作成し、理事会用ある
いは閲覧用に写しを数通作成しておきます（管理組
合法人の場合は法務局提出用が必要となりますの
で正本 ２通を作成します）。

14　総会の議決権と決議事項

議決権
議決権とは、各区分所有者が総会の決議に参加す
る権利を言います。
議決権は、規約に別段の定めがない限り、専有部
分の床面積の割合によります。
なお、規約で別段の定めをする例としては、各専
有部分の床面積がほぼ同じ場合に全区分所有者の
議決権を同じとすることなどです。
ただし、団地内の建物の建替え承認決議等の議決
権は、土地の持分の価格の割合とされ、規約で変更

招集通知
総会の招集通知について、マンション標準管理規

約では、「総会を招集するには、少なくとも会議を
開く日の ２週間前（会議の目的がマンション再生等
に係る決議であるときは ２か月前）までに、会議の
日時、場所（WEB会議システム等を用いて会議を
開催するときは、その開催方法）、目的及び議案の
要領を示して、組合員に通知を発しなければならな
い。」と規定されています。
一方、区分所有法では「集会の招集の通知は、会

日より少なくとも1週間前に、会議の目的たる事項
及び議案の要領を示して、各区分所有者（議決権を
有しない者を除く。）に発しなければならない。ただ
し、この期間は、規約で伸長することができる。」と
規定されていますが、実務上は、組合員が議案内容
を十分に検討できるよう、時間的配慮が必要です。
なお、議題がマンション再生等決議（「建替え決議」、
「建物更新決議」、「建物敷地売却決議」、「建物取壊
し敷地売却決議」、「取壊し決議」）の場合は、2か月
前まで（規約で延長可能）に通知する必要があります。
また、総会は「あらかじめ通知した事項について
のみ、決議をすることができる。」と区分所有法で
定められており、通知されていない事項が不意に決
議されることを防止しています。
ただし、区分所有法で特別の定数が定められてい
る事項（特別決議事項）を除き、規約で別段の定め
をすることができます。このため、迅速かつ弾力的
な対応が求められる普通決議事項については、あら
かじめ定めておくことが望ましいといえるでしょう。

通知事項
招集通知には、総会の日時や場所のほか、会議の

目的及び議案の要領を示して通知しなければなりま
せん。「会議の目的」とは、決算報告、管理費の改定、
規約の変更、○○工事の実施、駐車場の使用方法な
ど、総会で決議する議案や話し合いをする事項です。
また、「議案の要領」とは、区分所有者が議案への
賛否を判断できる程度に、その内容を要約したもの
です。なお、建替え決議などのマンション再生等の
場合には、議案の要領の他にも通知しなければなら
ない事項が区分所有法やマンション再生円滑化法に
定められています。
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できません（区分所有法第69条 2 項）。
議決権は、区分所有者本人が総会で自ら行使する

のが原則ですが、代理人（委任状必要）又は書面（議
決権行使書）によっても行使することができます。
この場合、それぞれ出席した区分所有者の数及び出
席した区分所有者の議決権の数に含めます。
今回の区分所有法の改正により、裁判所が認定し

た所在等不明区分所有者（必要な調査を尽くしても
氏名等や所在が不明な区分所有者）を、すべての決
議の母数から除外する制度が設けられました。
また、規約又は集会の決議により、電磁的方法で

行使することもでき、書面による決議とみなします。
総会は管理組合の最高の意思決定機関であるため、

建物等の管理に関する重要事項は、規約で別段の定
めがあるものを除き、原則としてすべて総会の決議
で決定されます。総会で決議された事項は、決議に
反対した者も拘束します。
このような総会の決議事項には、普通決議事項と

特別決議事項があります。
通常、総会で決議を必要とする事項は、マンショ

ン標準管理規約の議決事項を参考にしてください。

普通決議事項は、規約で別段の定めをする場合を
除き、出席した区分所有者数（議決権を有しないも
のを除く。）及び議決権の各過半数を必要とします。
なお、出席者には議決権行使書や委任状により議決
権を行使した者を含みます。
マンション標準管理規約では、議決権総数の過半
数を有する区分所有者が出席しなければならず、出
席区分所有者の議決権の過半数で決するとされてい
ます。
特別決議事項は、規約の変更・マンション再生決
議などの区分所有者に重大な利害が生じるものであ
り、区分所有法等に規定されており、区分所有者数
（議決権を有しないものを除く。）及び議決権の特別
多数決により決せられます。
例えば、規約の変更の決議は区分所有者総数の過
半数であり、かつ議決権総数の過半数を有する区分
所有者の出席を要し、出席区分所有者及びその議決
権の各 ４分の ３以上により可能となります。特別決
議においても、規約で別段の定めをすることができ
る場合があります（区分所有法第17条共用部分の変
更など）。

＜決議の種別・総会の定足数・多数決要件の表＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総会の種別 総会の定足数 多数決要件

普 通 決 議 ・議決権総数
＜過半数＞

・総会出席者の議決権
＜過半数＞

特 別 決 議
・組合員総数
・議決権総数
＜各過半数＞

・総会出席者
・総会出席者の議決権
＜各3/4以上＞

〔共用部分の変更に係る緩和〕
・総会出席者
・総会出席者の議決権
＜各2/3以上＞

マンション
再 生 等 に
係 る 決 議

・議決権総数
＜過半数＞

〔建替え・建物更新・取壊し〕
・区分所有者総数
・議決権総数
＜各4/5以上＞
※客観的な事由が認められる場合は各3/4以上

〔建物敷地売却・建物取壊し敷地売却〕
・区分所有者総数
・議決権総数
・敷地利用権の持分価格
＜各4/5以上＞
※客観的な事由が認められる場合は各 3 / 4 以上
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15　理事会
理事会は、総会で選任された複数の役員（理事）
で構成された合議制の業務執行機関として、規約等
又は総会決議により、理事会の権限として定められ
た管理組合の業務執行の決定や理事の職務の執行
の監督等を行います。
理事会の招集方法、定足数、決議要件、議事録作
成等の運営に関しては、マンション標準管理規約を
参考にして、理事会が公正かつ迅速に運営されるよ
う管理規約に定めておくことが必要です。
また、理事会には理事本人が出席して議論に参加
し、議決権を行使する必要があります。そのため、
規約に規定がない場合は、委任状による代理出席や
書面による議決権行使を認めることは適当ではあ
りません。一方で、理事の負担感を軽減する観点か
ら、理事が職務代行者を定め、理事本人が理事会に
出席できない場合に、その職務代行者に理事会への
出席（議決権の行使を含む。）を委ねることを認め
ることも考えられます。この場合、職務代行者の出
席を認める旨及び職務代行者として選任可能な者
の範囲（配偶者や一親等の親族等）を、規約に明文
で定めることが必要となります。また、あらかじめ、
職務代行者となる者について、理事に選任される総
会又は理事に選任された後の最初の理事会で承認
を得ることで、職務代行者も含めた形で信任を得る
ことが望ましいとされています。 なお、外部専門
家など、本人の個人的資質や能力等に着目して選任
されている理事については、代理出席を認めること
は適当ではありません。

理事会の議決事項について、マンション標準管理
規約では、次のように規定しています。

（議決事項）
第�54条 理事会は、次の各号に掲げる事項を決
議する。
一　�　収支決算案、事業報告案、収支予算案及
び事業計画案

二　�　規約及び使用細則等の制定、変更又は廃
止に関する案

三　長期修繕計画の作成又は変更に関する案

総会の決議事項についてマンション標準管理規約
では、次のように規定しています。

（議決事項）
第�48条　次の各号に掲げる事項については、総
会の決議を経なければならない。

一　　規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止
二　�　役員の選任及び解任並びに役員活動費の
額及び支払方法

三　�　収支決算及び事業報告
四　�　収支予算及び事業計画
五　�　長期修繕計画の作成又は変更
六　�　管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収
方法

七　�　修繕積立金の保管及び運用方法
八　�　第16条第 ２項に定める敷地及び共用部分
等の第三者の使用

九　�　第21条第 ２項に定める管理の実施
十　�　第28条第 １項に定める特別の管理の実施
並びにそれに充てるための資金の借入れ及
び修繕積立金の取崩し

十一�　区分所有法第57条第 ２項及び前条第 ３項
第四号の訴えの提起並びにこれらの訴えを
提起すべき者の選任

十二�　建物の一部が滅失した場合の滅失した共
用部分の復旧

十三�　マンション再生円滑化法第163条の56第
１ 項に基づく除却等の必要性に係る認定の
申請

十四�　区分所有法第62条第 １項の場合の建替え、
区分所有法第64条の ５第 １項の場合の建物
の更新、区分所有法第64条の ６第 １項の場
合の建物敷地売却、区分所有法第64条の ７
第１項の場合の建物取壊し、敷地売却及び区
分所有法第64条の ８第 １項の場合の取壊し

十五�　第28条第 ２項に定めるマンション再生等
に係る計画又は設計等の経費のための修繕
積立金の取崩し

十六�　マンション管理適正化法に基づく管理計
画の認定、認定の更新及び変更の認定の申請

十七　組合管理部分に関する管理委託契約の締結
十八　その他管理組合の業務に関する重要事項
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四　　その他の総会提出議案
五　�　第17条、第21条及び第22条に定める承認
又は不承認

六　�　第24条の ２第 ２項、第60条第 ４項及び第
67条第 ３項に定める訴訟その他法的措置の
追行

七　�　第37条の ２に定める承認又は不承認
八　　第42条第 ４項に定める臨時総会の招集
九　　第58条第 ３項に定める承認又は不承認
十　�　第60条第 ５項に定める弁済の充当の順序
の設定

十一　第67条第 １項に定める勧告又は指示等
十二�　第67条の ２第 １項に定める区分所有者の
所在等の探索

十三�　第67条の ３第 １項、第67条の ４第 １項及
び第 ２項並びに第67条の ５第 １項及び第 ２
項に定める裁判所に対する請求

十四　総会から付託された事項
十五�　災害等により総会の開催が困難である場
合における応急的な修繕工事の実施等

十六�　理事長、副理事長及び会計担当理事の選
任及び解任

２ �　第48条の規定にかかわらず、理事会は、前
項第十五号の決議をした場合においては、当
該決議に係る応急的な修繕工事の実施に充て
るための資金の借入れ及び修繕積立金の取崩
しについて決議することができる。

16	 適正化推進計画と管理計画認定制度
	 適正化推進計画の作成・公表

国は、マンションの管理の適正化の推進のため、
マンション管理適正化推進計画や管理計画の認定
などの制度を令和 ４年 ４月から開始しました。マン
ションのライフサイクル全般における管理のあり
方については、国土交通大臣が基本方針を定め、都
道府県（町村の区域に限る。）及び市（当該市の区域）
（以下「都道府県等」という。）が、この基本方針に
基づき、所管区域ごとにマンション管理適正化の推
進のための計画を作成できるものとされています。
なお、当該指針において、都道府県等は、国のマン
ション管理適正化指針に加えて、都道府県等の地域
性を踏まえた独自の指針を定めることもできると
されています。
また、都道府県等は、管理組合が定める管理計画
が一定の水準を満たしている場合にはそのマン
ションの管理計画を認定して適正管理に誘導する
とともに、管理が適正でない場合には指導・助言等
を行うことにより、マンションの管理水準の底上げ
を図るものとされています。
※�愛知県内では、県及び市（新城市及び田原市を除
く）において、マンション管理適正化推進計画が
策定されています。詳細は、県住宅計画課（町村
の区域に限る。）又は、各市にご確認ください。

（注） 法第 5 条の 14 は、令和 9 年 4 月 1 日から法 5 条の 16 に変更されます。

図表：国が作成する基本方針（マンション管理適正化指針）・都道府県等が作成する
推進計画（都道府県等マンション管理適正化指針の関係）

マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な
方針（基本方針）

【作成主体：国】

【作成主体：都道府県等】

【法第３条】

【法第３条の２】

マンションの管理適正化の方針 認定基準（法第５条の 14）

マンション管理適正化指針

マンション管理適正化指針

マンション管理適正化指針

※制度適用
なし

+

県・市マンション管理適正化指針

県・市マンション管理適正化指針

省令
+

+
マンション管理適正化指針計画

都道府県等マンション管理適正化指針

都道府県等の独自
の管理適正化指針

あり

都道府県等の独自
の管理適正化指針

なし

国の管理適正化指針
に加えて都道府県等
の地域性を踏まえた
視点や水準を記載。

国の管理適正化指針
と同様の内容を都道
府県等の管理適正化
指針とする。

管
理
計
画
認
定
制
度

助
言
・
指
導
及
び
勧
告

※市が独自の指針を定めた場合は、
管理計画認定に当たり当該上乗せ
基準についても審査が必要。

推進計画の作成に
至らない市

推進計画を作成する県・市
＜管理計画認定制度、助言・指導及び勧告と基準となる指針等との関係＞
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管理計画認定制度
マンションの管理組合は、マンション管理適正化

推進計画を作成した都道府県等の長に自らのマン
ションの管理計画を提出し、一定の基準を満たす場
合、認定を受けることができます。 管理組合によ
る管理の適正化に向けた自主的な取り組みが推進さ
れ、管理計画の認定を受けたマンションについては、
市場で高く評価されるなど、下記のメリットが期待
されます。また、良質な管理水準が維持されること
により、居住者のみならず、周辺地域の良好な居住
環境の維持・向上にも寄与することになります。
【認定のメリット】
【メリット １】　マンション管理の適正化
●�管理計画認定制度を通じ、管理組合による管
理の適正化に向けた自主的な取り組みが推進
されることが期待されます。

【メリット ２】　マンション市場における適切な評価
●マンションの管理状況が「見える化」されるこ
とにより、認定を受けたマンションの市場での評
価が高まることが期待されます。
なお、管理計画認定を受けたマンションの名称等
については、マンション管理センターのウェブサ
イトで公開されます。
【メリット ３】　認定マンションに関する金融支援
●�独立行政法人住宅金融支援機構が提供する金
融措置において、優遇を受けることができます。

　◆�「フラット３５」の金利引き下げ・「フラット
５０」の利用

　◆�「マンション共用部分リフォーム融資」の
金利引き下げ

　◆「マンションすまい・る債」の利率の上乗せ
【メリット ４】　固定資産税額の減額
●�認定を受けたマンションが一定の要件を満た
す場合に固定資産税が減額される措置があり
ます。

管理計画認定の有効期間と更新
管理計画認定の有効期間は、認定を受けた日から
５年間です。管理計画の認定を更新する場合は、認
定の有効期間の満了日前 ６か月以内に更新申請が必
要です。管理規約改正や長期修繕計画等の見直しな
ど、総会で承認が必要な事項については期間が必要
なため、早めの更新申請の準備が必要となります。

【参考】有効期間

認定を受けた日
（有効期間の起算日（※））

令和 ４ 年 ５ 月 １ 日
（令和 ４ 年 ５ 月 ２ 日）

有効期間の満了日 令和 ９ 年 ５ 月 １ 日

※�有効期間の計算方法における起算日であるため、
認定の効力は、認定を受けた日から生じます。

図表：マンションの管理計画認定制度の概要

＜管理計画認定の流れ（イメージ）＞

マンション管理適正化推進計画を
作成した市区（町村は都道府県）

マンションの管理組合の管理者等

【認定基準（主なもの）】
（１）修繕その他管理の方法
　　 ・ 長期修繕計画の計画期間が一定期間以上あること　等
（２）修繕その他の管理に係る資金計画
　　・長期修繕計画に基づき修繕積立金を設定されていること
　　 ・修繕積立金の平均額が著しく低額でないこと　等
　　　※修繕積立金ガイドラインで示す水準以上
（３）管理組合の運営状況
　　 ・総会を定期的に開催していること　等
（４）管理適正化指針・市区独自の管理適正化指針に照らして
　　　適切なものであること

・認定制度を通じて、マンションの管
　理適正化が推進。
・マンションの売却・購入予定者だけ
　でなく、区分所有者や居住者に
　とってもメリットが期待。

管理計画
認定

管理意識の
向上

管理の
適正化 市場評価

出典：マンションの管理計画認定に関する事務ガイドライン／国土交通省

認定
（５年毎の更新）

認定申請

認定申請を
集会で決議

添付書類

管理計画
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管理計画認定基準
　現在、国において管理計画認定制度の認定基準の
見直しが検討されています。令和 9年 4 月からは、
新築分譲マンションを含めた新たな基準の運用が開
始される予定です。

管理計画認定の流れ
　認定の手続きの流れは次のとおりです。なお、申
請にあたっては、認定を申請することについて、総
会（集会）での決議を得ておく必要があります。

※�１ �　（一社）マンション管理業協会の「マンション管理適正評価制度」又は（一社）日本マンション管理士
会連合会の「マンション管理適正化診断サービス」を併用する場合の手続きについては、各団体に確認
して下さい。

※ ２ �　事前確認が「必須」の団体（名古屋市など）と「任意」の地方公共団体（愛知県町村部など）があり
ます。「任意」の団体の場合、マンション管理センターへの事前確認なしで認定申請することが可能です
が、申請や審査がスムーズに行われ、認定を迅速に受けることができる事前確認を受けた上で認定申請
することを推奨します。

※�３ �　①事前確認の依頼、②事前確認適合証の発行は、マンション管理センターが運営する「管理計画認定
手続支援サービス」を利用して行います。その場合、③認定の申請についても、本サービスにより地方
公共団体へ電子申請します。

※�４ �　認定の手続きには所定の手数料が必要となります。詳細については、各依頼先若しくは申請先へ確認
してください。

※�５ �　認定は 5年毎の更新が必要です。また、認定後に理事長が変わったときなど変更の認定が必要な場合
があります。

参考：管理計画認定制度の「事前確認」については、以下にお問い合わせください。
（公財）マンション管理センター　管理計画認定手続支援サービス係
電話番号：０３-６２６１-１２７４
受付時間： ９時３０分～ １７時（土、日、祝日、年末年始を除く。）
U R L：https://www.mankan.or.jp/

図表：マンション管理計画認定の流れ

マンション管理組合

マンション管理センター
( 管理計画認定手続支援サービス )

           愛知県（町村部）・各市
（愛知県内では、新城市と田原市を除く全ての市及び町村で実施しています。）

⓵
②

事前確認

審　　査

事前確認
の依頼

事前確認適合証
の発行 ⓷

認
定
の
申
請

④
認
定
通
知
書
の
交
付

※1 ※2 ※4

※2 ※4

※５
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17　管理費
管理組合として通常必要な費用は、修繕積立金で

支出するものを除き、その他は管理費で賄います。
管理費は、管理業務に必要な適正額を徴収していな
い場合や長期の滞納がある場合などに不足すると、
必然的に管理業務が予定通りに実施できなくなり、
組合運営やマンションの保全に重大な影響を及ぼ
すため、適正に徴収する必要があります。
管理費は管理費会計又は一般会計と称し、収入に

は組合員から徴収するもののほか、預金利息、保険
配当、その他の雑収入等があります。
なお、駐車場や専用庭などの使用料収入は、一般

に管理費会計で経理されることが多いですが、余剰
金が生じた場合には修繕積立金会計に繰り入れる
ことが望ましいと言えます。なお、維持修繕に多額
の費用を要する機械式駐車場がある場合には、個別
会計とする扱いもあります。　　　 
一方、支出については、多様な費用があるため、

それぞれの管理組合が任意に支出科目を設けて会
計処理を行っています。
管理費について、マンション標準管理規約では、

次のように規定しています。

（管理費）
第�27条　管理費は、次の各号に掲げる通常の管
理に要する経費に充当する。

一　　管理員人件費
二　　公租公課
三　　共用設備の保守維持費及び運転費

◆�管理計画認定は、民間団体が別に実施する以下の「マンション管理適正評価制度」または「マンション管理
適正化診断サービス」と連携し、一緒に申請を行うこともできます。

「マンション管理適正評価制度」については、以下にお問い合わせください。
（一社）マンション管理業協会　調査部
電話番号：０３-３５００-２７２１　受付時間： ９時～ １７時（土、日、祝日、年末年始を除く。）
U R L：https://www.kanrikyo.or.jp/evaluation/

「マンション管理適正化診断サービス」については、以下にお問い合わせください。
（一社）日本マンション管理士会連合会
電話番号：０３-５８０１-０８４３　受付時間：１０時～ １７時（土、日、祝日、年末年始を除く。）
U R L：https://www.nikkanren.org/link/shindan.html

四　　備品費、通信費その他の事務費
五　�　共用部分等に係る火災保険料、地震保険
料その他の損害保険料

六　�　経常的な補修費
七　�　清掃費、消毒費及びごみ処理費
八　�　委託業務費
九　�　専門的知識を有する者の活用に要する費用
十　�　管理組合の運営に要する費用
十一�　その他第32条に定める業務に要する費用
（次条に規定する経費を除く。）

マンション管理士等の活用
上記の九番目の経費は、管理業務には専門的な知
識を必要とする場合が多くあるため、専門的知識を
有する者の活用に要する費用の支出が認められるよ
うにしたものです。専門的な知識を有する者には、
マンション管理士、弁護士、建築士、司法書士等が
あります。
マンション管理士は、管理組合の運営、管理規約
の改正、大規模修繕工事など、マンションの管理に
関する様々な問題について、専門的知識や経験を通
じて解決を支援する総合コンサルタントです。
また、マンション標準管理規約では「管理組合は、
マンション管理士その他マンション管理に関する各
分野の専門的知識を有する者に対し、管理組合の運
営その他マンションに関し、相談したり、助言、指
導その他の援助を求めたりすることができる。」と
規定しています。
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●　修繕積立金の積立方法
「均等積立方式」（積立金の額が当初から一定額）
と、「段階増額積立方式」（積立金の額が段階的に上
がっていく）がありますが、「長期修繕計画作成ガ
イドライン」では、長期修繕計画の作成時点におい
て「均等積立方式」を基本とすることが記載され、
また、同コメントで段階増額積立方式について「適
切な引き上げ額の考え方」として、計画の初期額は
基準額の0.6倍以上、最終額は基準額の1.1倍以内と
する積増し額の基準が示されています。
          

19　大規模修繕と長期修繕計画

●　大規模修繕
大規模修繕とは、外壁塗装工事、屋上防水工事、
給排水管更生・取替工事等、長期修繕計画を踏まえ
て計画的に実施する修繕のうち、建物の全体又は複
数の部位について行う大規模な修繕をいいます。
大規模修繕は、長期修繕計画に定められた時期に
行うことが目安ですが、事前に建物や設備について
調査・診断、区分所有者等に対するアンケートも実
施した上で、建物や設備の劣化状況を把握し、改め
て計画された修繕工事の可否や実施内容を改めて
判断することが重要です。また、併せて、経年や区
分所有者の要望に応じて性能向上工事の実施を検
討することが望まれます。
大規模修繕の基本的な進め方は、修繕委員会の発
足、現状の把握（調査・診断）、基本計画の検討、
設計図書の作成、業者の選定・決定、理事会・総会
決議、実行、確認・監査となります。
大規模修繕工事の発注の仕方には、設計監理方式
や責任施工方式等があります。
設計監理方式は、設計事務所等のコンサルタント
に調査・診断、設計、工事監理を委託する方式であ
り、設計と施工が分離されているため、工事の厳正
なチェック等が期待できます。
責任施工方式は、管理会社又は施工会社が設計か
ら工事までを一貫して行う方式です。管理会社によ
る施工は、受託マンションに関する情報が豊富で管
理の仕組みに強く、管理組合の手間が少なくなりま
す。

18　修繕積立金
管理組合では、管理費とは別に、大規模修繕に備

えて各組合員が毎月いくら積み立てたらよいかを
算出して積み立てていくのが修繕積立金です。修繕
積立金について、マンション標準管理規約では、次
のように規定しています。

第�28条　管理組合は、各区分所有者が納入する
修繕積立金を積み立てるものとし、積み立て
た修繕積立金は、次の各号に掲げる特別の管
理に要する経費に充当する場合に限って取り
崩すことができる。（抄）
一　　一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕  
二　�　不測の事故その他特別の事由により必要
となる修繕

三　�　敷地及び共用部分等の改良又は変更
四　�　建物の建替え、建物の更新、建物敷地売
却、建物取壊し敷地売却又は取壊し（以下
「マンション再生等」という。）に係る合意
形成に必要となる事項の調査

五　　修繕積立金の管理及び運用
六　�　その他敷地及び共用部分等の管理に関し、
区分所有者全体の利益のために特別に必要
となる管理

２  （略）
３ �　管理組合は、第 １項各号の経費に充てるた
め借入れをしたときは、修繕積立金をもって
その償還に充てることができる。
４� 　修繕積立金については、管理費とは区分し
て経理しなければならない。

●　修繕積立金の額の目安
また、「修繕積立金に関するガイドライン」では、

32ページのとおり、修繕積立金の額の目安、管理計
画認定を受ける場合の下限値になっています。目安
金額より現在の修繕積立金が著しく低額な場合は、
工事費が不足して将来の適切な修繕工事が実施で
きなくなる恐れもありますので、修繕積立金の見直
しが必要です。
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年程度ごとに見直しが必要とされています。見直し
には一定の期間（おおむね 1 ～ 2 年）を要するこ
とから、マンション管理計画認定制度の認定基準に
おいては、 7年以内に作成又は見直しがされている
ものとされています。
国土交通省では、「長期修繕計画標準様式」・「長
期修繕計画作成ガイドライン及び同コメント」が示
されています（31ページ参照）。老朽化マンション
が増加する中で、各マンションにおいてこれらの様
式を参考に長期修繕計画を作成し、計画に沿って修
繕積立金を積み立て、適切な時期に大規模修繕工事
を実施することで、適正な管理を行っていくことが
重要です。　　　

＜マンションの主な修繕項目と修繕周期の例＞

屋根防水
●屋上防水（保護）…12～15年（補修・修繕）、24～30年（撤去・新設）
●屋上防水（露出）…12～15年（補修・修繕）、24～30年（撤去・新設）

昇降機設備
●昇降機…12～15年（補修）、26～30年（取替）

床防水
●バルコニー床防水…12～15年（修繕）

外部塗装等
●躯体コンクリート補修………12～15年（補修）
●外壁塗装……………………12～15年（塗替）

排水設備
●排水管…19～23年（更生）、30～40年（取替）

給水設備
●給水管…19～23年（更生）、30～40年（取替）
●貯水槽…12～16年（補修）、26～30年（取替）

建具
●建具関係…12～15年（点検・調整）、
　　　　　　34～38年（取替）

消防用設備
●屋内消火栓設備………23～27年（取替）
●自動火災報知設備……18～22年（取替）

建物の劣化状況は年数の経過とともに変化しますので、一定期間（5年程度）に
修繕計画の見直しをすることが望ましいと言われております。修繕計画の見直し
とともに、修繕積立金の見直しも必要です。

建物の劣化状況は年数の経過とともに変化しますので、一定期間（5年程度）に
修繕計画の見直しをすることが望ましいと言われております。修繕計画の見直し
とともに、修繕積立金の見直しも必要です。

鉄部塗装等
●鉄部塗装（雨掛かり部分）……5～7年（塗替）
●鉄部塗装（非雨掛かり部分）…5～7年（塗替）

立体駐車場整備
●自走式…8～12年（補修）、28～32年（建替）
●機械式…5年（補修（部品取替））、
　　　　　18～22年（取替）

それぞれの方法に利点があり、どの方法が適切か
は管理組合によって異なりますので、よく検討する
必要があります。

●  長期修繕計画
建物の基本性能を維持するために、30年以上先ま

での間に、どのような修繕を、いつ頃、どのような
周期で行っていくかを想定し、その費用はどの程度
かを算定し、修繕積立金も含めて将来計画を見通せ
るように作成するものが長期修繕計画です。
長期修繕計画の期間は、30年以上で、かつ大規模

修繕工事が 2回含まれる計画とされています。また、
長期修繕計画には不確定な事項が含まれるため、 5

MEMO
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＜修繕積立金の目安＞
○計画期間全体における修繕積立金の平均額の算出方法（㎡当たりの月単価）
　（算出方式）計画期間全体における修繕積立金の平均金額（円／㎡・月）
　　　　　　　Z=（A+B+C）÷X÷Y
　　　　　　　A：計画期間当初における修繕積立金の残高（円）
　　　　　　　B：計画期間全体で集める修繕積立金の総額（円）
　　　　　　　C：計画期間当初における専用使用料等から繰入額の総額（円）
　　　　　　　X：マンションの総専有床面積（㎡）
　　　　　　　Y：計画期間当初における修繕積立金の平均額（円／㎡・月）

①計画期間全体における修繕積立金の平均額の目安（機械式駐車場分を除く）

●計画期間全体における修繕積立金の平均額の目安（機械式駐車場を除く。）

地上階数／建築延床面積
月額の専有面積当たりの修繕積立金額

事例の 3分の 2が包含される幅 平均値

【20階未満】

5,000㎡未満 ２３５円～ ４３０円／㎡・月 ３３５円／㎡・月

5,000㎡以上～ 10,000㎡未満 １７０円～ ３２０円／㎡・月 ２５２円／㎡・月

10,000㎡以上～ 20,000㎡未満 ２００円～ ３３０円／㎡・月 ２７１円／㎡・月

20,000㎡以上 １９０円～ ３２５円／㎡・月 ２５５円／㎡・月

【20階以上】 ２４０円～ ４１０円／㎡・月 ３３８円／㎡・月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（管理計画認定の下限値）

②機械式駐車場がある場合の加算額
　　＝機械式駐車場の １台当たり月額の修繕工事費（下表）×台数÷マンションの総専有床面積（㎡）
　　　　※�駐車場の維持管理・修繕工事費や駐車場使用料について、管理費や修繕積立金と区分して経理し

ている場合など、機械式駐車場の修繕工事費を駐車場使用料金収入で賄うこととする場合には、「機
械式駐車場の加算額」を加算する必要はありません。

機械式駐車場の １台あたり月額の修繕工事費

機械式駐車場の機種 機械式駐車場の修繕工事費
（ １台当たり月額）

２段（ビット １段）昇降機 ６，４５０円／台・月

３段（ビット ２段）昇降機 ５，８４０円／台・月

３段（ビット １段）昇降横行機 ７，２１０円／台・月

４段（ビット １段）昇降横行機 ６，２３５円／台・月

エレベーター（垂直循環方式） ４，６４５円／台・月

その他 ５，２３５円／台・月

※「機械式駐車場の１台あたり月額の修繕工事費」は、収集した長期修繕計画の事例（117事例）から算出した数値（5円単位で表示）です。
※�機械式駐車場には、屋外・屋内、地上・地下等の様々なタイプがあるため、修繕工事費は個別性が強いことに留意しつつ、適宜ご参照ください。
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20　マンションの改修と再生等

　日常のマンションの管理を適正に行い、そのス
トックを有効に活用していくことは重要ですが、一
方で、修繕や耐震改修等のみでは良好な居住環境の
確保が困難な場合や地震によるマンションの倒壊、
老朽化したマンションの損壊その他の被害から生
命、身体及び財産の保護が困難な場合には、マン
ションの建替え等（再生）を円滑に行い、より長期
の耐用性能を確保するとともに、良好な居住環境や
地震に対する安全性等の向上を実現することが重
要です。

改　修　
修繕による性能回復に加えて、現在の居住水準・

生活水準に見合うようマンションの性能をグレー
ドアップし、住み良いマンションに改修することも
重要といえます。なお、長期修繕計画には、このグ
レードアップを目的とした改修は通常含まれてい
ません。

耐震性能の向上
建築物の耐震基準は昭和56年に大幅に改正され

たことから、現行の新耐震基準により建築確認を受
けていないマンションでは、耐震診断を行い、問題
がある場合には必要な耐震改修を行う必要があり
ます。なお、耐震診断、耐震改修設計、耐震改修工
事については、国や県・市等による費用の一部を補
助する制度がありますので、マンションの所在地を
所管する市町村へご相談ください。
平成25年に「建築物の耐震改修の促進に関する法

律」が改正され、耐震改修の必要性に係る認定を受
けたマンションの耐震改修工事については、出席し
た区分所有者数（議決権を有しないものを除く。）
及び議決権の各過半数の賛成により実施すること
が可能となっています。
なお、中低層壁式構造のマンションは旧耐震基準

のものでも一般に耐震性が高いとされていますが、
建物の実際の耐震性能は、躯体・材料の経年劣化や
火災・地震等による被災に伴う構造の劣化等によ
り、建設時の初期性能より低下していることがあり

ます。そのため、耐震性を確認しておくことが重要
です。

マンション再生等
マンションはできるだけ長く住めるように適切に
維持管理を行うことが基本ですが、極度に老朽化が
進むと、大規模修繕や改修では安全で住み良い居住
環境を回復や改善が困難となる場合や、大規模修繕
や改修に非常に多額の費用がかかる場合があります。
このような場合には、建替え等によるマンションの
再生を検討することが必要となります。マンション
再生等の種類及び決議等については ６ページをご覧
ください。

要除却等認定マンション
　マンション再生円滑化法では、耐震性の不足して
いるマンション等が要除却等認定マンションとして
特定行政庁から認定されると、マンションの再生等
を行う場合に、容積率、高さ制限や決議要件の緩和
が適用されます。また、要除却等認定されたマンショ
ンは、当該マンションの除却等を行う努力義務があ
るほか、都道府県等から、マンション再生円滑化法
に基づく指導・助言・勧告の対象となります。この
ため、高経年マンションについては、再生等に向け
て各マンションにおいて議論を進めていくことがよ
り重要となります。

21　管理組合の会計
管理組合がその管理業務の遂行の責任を果たし、
健全な運営を続けていくためには、法律や管理規約
に基づく運営を行い、そのための財務基盤を健全か
つ強固なものにする必要があります。この目的を達
成するために、区分所有者から管理費等（管理費及
び修繕積立金）を確実に徴収し、マンションの維持
管理に必要な費用を支払い、資金を保管運用するこ
とになります。
この資金の使い方については、予算残高を把握
し、過去の実績と比較して無駄のない効率的なもの
とすることが重要であり、保管・運用は健全かつ適
正に行うことが大切です。
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営利を目的としない管理組合は、団体としての性
格が公益法人と類似しているため、公益法人と同様
に非営利会計に基づく会計処理が望ましいと考えら
れますが、公益法人にように準拠すべき基準が特に
定められていないことから、その会計処理に統一性
がないのが現状です。
多くの管理組合では管理業務を委託しているもの

と思われますが、管理会社主導のもと、各社が定め
た会計処理基準に基づいて会計処理及び会計報告が
行われています。
ただし、会計処理に当たっては、一般原則はもち

ろんのこと、予算主義の考え方も必要です。
また、未収金の状況など決算時の財産状況を把握

できるよう、貸借対照表等が作成されていることも
重要です。

一般に、目的別会計により、日常的な建物、敷地
等の維持管理に要する費用と収入を一般会計（管理
費会計）、大規模修繕などの計画修繕や突発的な事
故等に対応するものを特別会計（修繕積立金会計）
として区分しています。これらの会計は明確に区分
して経理することが重要であり、原則として両会計
間の振替は行いません。

会計業務の内容
　会計業務と一口に言っても多岐にわたり、大まか
に分類すると次のようになります。

①　中長期の事業計画の立案
②　収支予算案の作成
③�　会計帳簿の作成と収支状況及び収支決算案
の作成・報告
④�　法人税・住民税・事業税・消費税等の申告・
納付（収益事業がある場合）
⑤　出納
　・管理費等の請求を行い収納する
　・�各種の支払いを行い現金預金の残高を管理
する

　・通帳等の現物を保管管理する
⑥　借入
　・�金融機関から融資を受けるための各種手続
及び残高の管理を行う

⑦　債権債務の管理
　・管理費等の滞納者に対して督促する
　・支払いが適切に行われているかチェックする
⑧　監事の監査を受ける

管理組合の資金管理
区分所有者から徴収した管理費等は、管理組合の
預金口座に入金されるのが一般的です。通帳や印鑑
の保管及び管理については、不正や不注意による事
故を防止するため、十分に注意する必要があります。
一般には、管理規約や使用細則で定めておくこと
が望ましいといえます。
例えば、通帳と印鑑の分離保管、資金運用のため
の金融商品の選択、申込み、解約等における内部
チェック徹底（総会決議に準じた方法を採用するな
ど）、資金移動は銀行送金を原則とすることなどです。
また、資金運用の方法については、原則として総
会の決議が必要です。

通帳の口座名義
管理組合法人でない管理組合の口座名義は、管理
組合の理事長名とするのが原則です。
管理会社に資金の出納や管理などを委託している
管理組合において、この口座が管理会社名義となっ
ている場合には、当該会社が万が一倒産した際に、
大切な管理費等が戻ってこなくなる恐れがあるため、
十分に注意する必要があります。
なお、この点については、管理会社が一定の保全
措置を講じることにより例外的なの取扱いが認めら
れる場合もありますので、詳しくは管理委託の項目
をご覧ください。

参考：ペイオフ制度の預金保険の保護を受ける
には、「権利能力なき社団」としての要件を備え
ていることが必要であるので、金融機関には社
団の口座であることを明確にしておきましょう。
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22　管理委託

管理会社は管理組合のパートナー
管理業務は、極めて広範かつ複雑であり、専門的

な知識や技術を必要とします。最近のマンションは
非常に高度で複雑な設備が備え付けられています。
一般に、管理組合は維持・管理の実務について不

慣れであり、管理業務の実施に必要な専門的な知識
や技術が不足しています。また、管理組合のメン
バーの生活パターンは様々であり、時間的にも管理
業務を実施することが困難な場合が多くなってい
ます。
管理業務は一定期間継続して実施することによ

り良好な成果が得られるものであるため、役員の短
期の交代はその継続性が保たれにくく、十分な管理
が確保できるとはいえません。
 
管理委託契約先を選定する場合には、事前に必要

な資料を収集し、マンションの区分所有者等にその
情報を公開するとともに、マンション管理業者が行
う説明会を活用し、適正な選定がなされるように努
めることが必要です。
管理委託契約先が選定された後は、説明会等を通

じてマンションの区分所有者等に対し当該契約内
容を周知するとともに、マンション管理業者による
管理事務の報告等を活用し、管理事務の適正化が図
られるよう努めることが必要です。
 
マンション管理業者の業務に関して問題が生じ

た場合には、当該管理業者にその解決を求めるとと
もに、必要に応じて、当該管理業者の所属する団体
にその解決を求める等の措置を講じることも必要
です。
良好なマンション管理を行うためには、管理組合

がマンション管理の専門家集団である管理会社と
信頼関係を築き、良きパートナーとして活用してい
くことが重要です。

管理業務
管理業務の内容は、一般に多岐にわたりますが、

マンション標準管理委託契約書では次のように
なっています。

ア）　�事務管理業務
　・�基幹事務（会計･出納・建物維持または修

繕に関する企画調整）
　・�基幹事務以外（総会･理事会運営支援、各

種点検・検査の報告・届出・助言、図書
等の保管）

イ）�　管理員業務（受付、点検、立会、報告連
絡業務）

ウ）�　清掃業務
エ）�　建物・設備管理業務（建物点検・検査、
特殊建築物定期調査、建築設備定期検査、
ＥＶ・給水･浄化槽・消防等の設備点検）

前記事務について、すべてを委託している場合は
全部委託方式、一部を委託している場合は一部委託
方式、管理会社と委託関係がない場合は自主（自力）
管理方式と呼びます。
　　　　　　 
マンション管理業
マンション管理業とは、マンション管理適正化法
に基づき、管理組合から委託を受けて管理事務を業
として行うものです。
また、マンション管理適正化法により、国の登録
を受けてこの業を営む者をマンション管理業者とい
います。
この管理事務とは、マンションの管理に関する事
務であって、前記ア）に掲げた基幹事務を含むもの
とされています。そのため、基幹事務である会計、
出納、建物の維持又は修繕管理の企画調整の ３種類
のうち、一つでも含まないものは管理事務には該当
せず、その場合は業として行ってもマンション管理
業には該当しません。

委託契約
管理会社と委託契約を締結している管理組合は、
その委託契約に記載されている委託事項の内容やそ
の範囲がどのようなものであるかについて、契約書
をよく確認することが大切です｡ マンション標準管
理委託契約書を参考にして委託項目をチェックしま
しょう。なお、マンション管理適正化法の改正に伴
い、管理業者管理者方式への対応（39ページ参照）

マンション管理ミニガイド.indd   35マンション管理ミニガイド.indd   35 2026/08/04   13:48:462026/08/04   13:48:46



36

当該書面の交付及び説明を行う必要がありま
す。

3）�　管理組合は、新規又は更新の管理委託契約
の締結について、事前に総会の決議を得る必
要があります。

4）�　マンション管理業者は、管理委託契約の締
結後、契約の基本的事項を記載した書面を管
理者に交付する必要があります。

5）�　管理委託契約をしているマンション管理業
者には、マンション管理適正化法上の業務規
制として、基幹事務の一括再委託の制限、帳
簿の作成､ 財産の分別管理、管理事務の報告､
管理業者にかかる書類の閲覧義務、秘密保持
義務などがあります。

を図るとともに、理事会方式の場合においても、マ
ンション管理業者が工事等を受注したり、施工会社
の選定に関与したりする場合の発注プロセスをより
透明化する観点から、以下の事項が追加されました。

・�管理者事務、管理事務の適正な実施のため、両事
務の部門及び担当者を分ける必要があること 

・�定期に説明会を開催して組合員等に対し、管理事
務の報告をさせる必要があること

・�管理業者が管理者を兼ねる場合、契約の相手方と
なる管理組合の代表は監事等※とすること

　※監事未選任の場合は、総会で選任・指名された者 
・�管理組合以外の者から役務の提供を伴わない紹介
手数料などの金銭等を授受してはならないこと 

・�工事費用の内訳や積算根拠、相見積もりの取得の
説明をすること

委託契約の留意点や手続き事項
①　留意点
1 ）　契約期間は何年か
2）�　契約更新の申し入れは、契約期限の何ヶ月
前までにすることになっているか。

3）�　解約の申し入れは自由にできるか。解約する
日の何ヶ月前までにすることになっているか。

4）�　委託業務費の明細はしっかりしているか。
5）�　委託費の支払はいつになっているか。
6）�　管理費等の徴収や経費の支払はどうのよう
に行うか。

7）�　業務の仕様はどうか（何をどの範囲までやっ
てくれるか）。

②　手続き事項
1 ）�　マンション管理業者は、新規（従前の契約
と同一条件でないものを含む）の管理委託契
約の締結前に、管理組合の管理者及び区分所
有者全員に対して、契約の重要事項を記載し
た書面を交付し、説明会を開催する必要があ
ります。

2）�　マンション管理業者は、従前の契約と同一
条件で管理委託契約を更新するときは、事前
に契約の重要事項を記載した書面を区分所有
者全員に交付するとともに、管理者に対して

MEMO
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財産の分別管理
マンション管理業者は、管理組合の管理費及び修繕積立金（以下「修繕積立金等」という。）を、倒産等の

不測の事態などから確実に保全するため、適切かつ整然とした方法により、自己の財産と分別して管理しな
ければなりません。
このことを徹底するため、次の方法等が法的に定められています。 

 
１ �　イの方法「マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則（以下「施行規則」という）第87条
第 2項第 1号イ」
マンションの区分所有者等から徴収された修繕積立金等を収納口座に預け入れ、毎月、その月分として徴
収された修繕積立金等の金銭から当該月中の管理事務に要した費用を控除した残額を、翌月末日までに収納
口座から保管口座に移し換え、当該保管口座において預貯金として管理する方法
　　　①　収納口座の名義は、管理組合又は管理業者のいずれも可
　　　②�　収納口座の印鑑等を管理業者が保管する場合、又は収納口座が管理業者名義である場合には、保

証契約の締結が必要
　　　③　保証契約は １月分の修繕積立金等金銭の合計額以上
　　　④　管理業者は、管理組合名義の保管口座にかかる印鑑等保管を禁止

２ 　ロの方法「施行規則第87条第 2項第 1号ロ」
マンションの区分所有者等から徴収された修繕積立金を保管口座に預け入れ、当該保管口座において預貯
金として管理するとともに、マンションの区分所有者等から徴収された管理費用に充当する金銭を収納口座
に預け入れし、毎月、その月分として徴収された管理費用に充当する金銭から、当該月中の管理事務に要し
た費用を控除した残額を、翌月末日までに収納口座から保管口座に移し換え、当該保管口座において預貯金
として管理する方法
　　　①　収納口座の名義は、管理組合又は管理業者のいずれも可　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　②　収納口座の印鑑を管理業者が保管又は収納口座が管理業者名義のときは保証契約の締結が必要
　　　③　保証契約は １月分の管理費用の合計額以上
　　　④　管理業者は、管理組合名義の保管口座に係る印鑑等保管を禁止　　　　　　　　　　　　　　

区分所有者 収納口座
保管口座
（管理組合名義）
・管理費用残額
・修繕積立金　

修 繕 積 立 金
管理費用の残額

修繕積立金
管 理 費 用

保証措置
1月分以上

保証額の明確化
（修繕積立金＋管理費用）

通帳・印鑑
の保管OK

翌月末日までに
移し換え 印鑑等の

保管禁止
（第87条第 4項）

管
理
費
用
残
額
も
保
管
口
座
に
移
し
換
え

管理事務に要した費用

（第87条第 3項）

区分所有者
収納口座

保管口座
（管理組合名義）
・管理費用残額
・修繕積立金　

管理費用の残額
管 　 理 　 費 　 用
（前項に規定する財産）

保証措置
1月分以上

保証額の明確化
（管理費用に充当する金銭）

通帳・印鑑
の保管OK

翌月末日までに
移し換え

印鑑等の
保管禁止

（第87条第 4項）

管理事務に要した費用

（第87条第 3項）

修繕積立金
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３ 　ハの方法「施行規則第87条第 2項第 1号ハ」
マンションの区分所有者等から徴収された修繕積立金等を収納・保管口座に預け入れ、当該収納・保管口
座において預貯金として管理する方法
　　　①　収納・保管口座は管理組合名義
　　　②　保証契約の締結は不要
　　　③　管理業者は、管理組合名義の収納・保管口座に係る印鑑等保管を禁止
 

４ 　会計の月次報告
マンション管理業者は、毎月、委託を受けた管理組合のその月の会計の収入及び支出の状況に関する書面
を作成し、翌月末日までに管理組合の管理者等に交付しなければなりません。

５ 　その他
マンション管理業者は、有価証券の保管に関し、保管場所及び所有者別を明確に分けて管理しなければな
りません。また、受託有価証券の預り証の保管は出来ません。

参�考：保証契約とは、マンション管理業者が管理組合から受領した修繕積立金等（ 1 ヶ月分）の返済を
保証するため、会員となっている国土交通大臣指定のマンション管理業者の団体と締結する契約です。

区分所有者

収納・保管口座
（管理組合名義）
・管理費用　　
・修繕積立金　

通帳再発行のリスクを排除
印鑑等の
保管禁止

（第87条第 4項）

管理事務に要した費用

修繕積立金
管 理 費 用

MEMO
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23　�外部管理者方式（管理業者管理
者方式）

近年、区分所有者の高齢化等により、区分所有者
の中から管理組合の役員を選出することが難しく
なっていることなどを背景として、外部管理者（専
門家や管理会社等）を管理者等として導入するマン
ションが増加しています。このため、マンション管
理適正化法が改正されました。

　●マンション管理適正化法の改正
管理業者管理者方式では、管理業者が工事等の受
発注者となる場合があるなど、管理業者と管理者と
の間で利益相反が発生するおそれがあることから、
マンション管理適正化法が改正され、令和 8年 4月
1日に施行されました。（ ７ページ参照）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

マンション管理適正化法の改正を踏まえ、国土交通省は、管理業者が管理組合から管理者事務の委託契約
を締結する際の「標準管理者事務委託契約書」等を公表しました。
マンション標準管理者事務委託契約書の概要は、次のとおりです。

管理業者の業務内容 管理業者は、管理規約、使用細則等又は総会決議により定められた業務等につい
て管理者事務を遂行すること

管理業者の業務体制 管理者事務担当者と管理事務担当者は、別の部門に所属する者が務める体制を整
備すること

印鑑等の保管

原則、管理業者は、管理組合の保管口座又は収納・保管口座に係る印鑑等を預か
らないこと
管理業者は、施行規則に定める要件を全て満たす場合に限り印鑑等を保管できること 
※印鑑の保持、例外の要件
保管承諾者の不存在、適切な保管体制、口座保管金額以上の保証契約、管理組合
の帰属が明らかな名義人の設定、管理業者が保管する旨の総会決議

一般的な管理組合方式のイメージ
（理事会あり）

管理業者が管理者になる方式のイメージ
（理事会なしの場合）

総会
（意思決定機関）

（区分所有者）

（区分所有者）

（区分所有者や外部専門家）

（区分所有者）

（区分所有者）
※管理者事務

（管理業者）
※管理事務

組合員

理事会 理事会なし
理事長管理者

監事

事業者
（区分所有者）
※管理者事務

（管理業者）
※管理事務

管理者事業者

理事

総会の決議案 総会の決議案

※管理組合の業務の執行
　及び財産の状況を監査

（区分所有者や外部専門家）

監事 ※管理組合の業務の執行
　及び財産の状況を監査

管理組合
総会で意思決定
理事会での方針に
対して決議

総会
（意思決定機関）

（区分所有者）
組合員

管理組合
総会で意思決定
管理者による方針
に対して決議

※管理組合の管理者と、管理業務を
　行う者が同一
※管理組合の管理者と、管理業務を
　行う者が同一

≠ ＝ ＝

出典：外部管理者方式に関するガイドラインの概要／国土交通省
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管理者事務の報酬 管理者事務の報酬は、管理事務の報酬と混在しないように別個の契約で定める必
要があること

管理者事務の報告 事業年度終了後、組合員に管理者事務の処理状況を記載した書面を交付し総会に
おいて報告しなければならないこと

契約の途中解除、更新、
終了時の措置

予定日の ３ 月前までに書面にて通知し、解除・終了時には管理者事務の円滑な移
行に必要な支援を行うこと

利益相反取引の制限  
自己取引又は利益相反のおそれがある取引をしようとするときは、重要な事実を
開示し、管理組合の総会の承認を得なければならない。 
また、管理組合以外の者から役務の提供を伴わない紹介手数料などの金銭等を授
受してはならない。 

　さらに、マンション標準管理規約では、管理業者管理者方式のマンションについては、十分に対応できな
い部分があるため、マンション標準管理規約における「管理業者管理者方式を採用する場合の書き換え表」
を公表しました。その概要は次のとおりです。

管理者に関する基本的
な事項

管理者を総会で選任すること 
管理者の任期は総会ごとの 1 年限り（再任可）とすること
管理業者管理者方式を採用した場合の管理者の業務（権限）を規定すること

管理者の退任・辞任・
解任時の措置

総会で後任の管理者が選任されなかったとき及び管理者が辞任したときは、規約
で定める期間又は後任の管理者が選任されるまでの間、引き続き管理者の職務を
担うこと

利益相反取引に関する
事項

管理者、管理組合に対する利益相反に当たる取引を行おうとする場合の総会にお
ける承認を得ること

監事に関する基本的な
事項  

監事を区分所有者、外部専門家（マンション管理士等）から各 １ 名総会で選任す
ること
管理業者管理者方式を採用した場合の監事の業務（権限）を規定すること

印鑑等の保管に関する
事項 管理組合の保管口座等の印鑑等は監事又は総会で選任された者が保管すること

管理者による緊急時の
措置

災害等の緊急時において、管理者が共用部分等の保存行為を実施できる旨及びそ
れに係る費用負担について規定すること

24　損害保険
マンションは多数の人が生活を行っていること

から、火災、漏水、ガス爆発など多様な事故が発生
するおそれがあります。これらの事故による建物の
損害は、回復に多額の費用を要する場合もありま
す。従って、管理組合のリスク対策の一つとして、
共用部分の管理に必要な保険に加入しておくこと
が必要です。
損害保険は、大きく分けて、建物、設備の共用部

分の損害を補償する「物」保険と、管理組合が法律
上の賠償責任（例えば、共用部分の給排水管からの
水漏れにより専有部分に損害を及ぼした場合や、外

壁が剥がれ落ちて通行人に怪我をさせた場合など）
を補償する「賠償責任」保険があります。これらへ
の加入も有効です。
また、損害保険は原則として実損主義であり、契
約した範囲内かつ実際に生じた損害の範囲内でしか
補償が受けられないこと、さらに基本的にオーダー
メイドが可能であるため、各管理組合が必要な補償
を必要なだけ選択し、マンションに適した保険を設
計できることを理解しておきましょう。
保険の加入方法としては、専有部分については各
区分所有者がその責任において個別に加入し、共用
部分及び附属施設等については管理組合が一括して
加入することが原則です。また、専有部分からの漏
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水等、区分所有者個人が責任を負うべき事故にも対
応できる個人賠償責任保険に加入している組合も増
えています。
「物」保険には一般的なものとして、火災保険（住
宅火災保険、住宅総合保険、普通火災保険、店舗総
合保険）、機械保険、ガラス保険等があり、戸建て
住宅や商業ビルでも利用されています。マンション
の共用部分に付ける「物」保険としては、多くの保
険会社が、「マンション総合保険」や「積立マンショ
ン保険」といった名称で、管理組合向けの損害保険
を販売しています。これらの共用部分専用の保険は、
マンションの特性に合わせた商品内容となっている
ため、管理組合にとって有利といえます。ただし、
保険会社により補償の内容が多少異なる場合がある
ため、契約時には十分な確認が必要です。
さらに、区分所有法改正により、共用部分等につ

いて生じた保険金等の請求及び受領について、管理
者が、当該請求権を有する旧区分所有者の代理等を
行うことができることが明確化されました。これを
踏まえ、理事長による代理行使及び訴訟追行等の
ルールが、マンション標準管理規約第24条の2（保険
金等の請求及び受領等）において定められています。

（保険金等の請求及び受領等）抄（ 6 ～ 8略）

第�24条の ２　理事長は、前条の契約に基づく保
険金並びに敷地及び共用部分等について生じ
た損害賠償金及び不当利得による返還金（以
下「保険金等」という。）の請求及び受領に
ついて、区分所有者及び区分所有者であった
者（以下「旧区分所有者」という。）を代理
する。
２ �　理事長は、理事会の決議を経て、保険金等
の請求及び受領に関し、区分所有者及び旧区
分所有者のために、訴訟において原告又は被
告となること、その他法的措置をとることが
できる。
３ �　保険金等の請求及び受領は、前 ２項の規定
によらなければ、これを行うことができない。
４� 　区分所有者は、区分所有権を譲渡した場合
において、区分所有法第26条第 ２項の別段の
意思表示を行わない。

５ �　保険金等は、これが生じた原因となる敷地
及び共用部分等の瑕疵の修繕のために必要な
費用に充当する。ただし、当該費用に充当し
てなお残余があるとき、敷地及び共用部分等
の瑕疵の修繕を要しないとき、又は理事長が
保険金等を受領した時に既に修繕を終えてい
るときは、管理組合は、当該保険金等を第27 
条に定める費用に充当し、若しくは修繕積立
金に組み入れ、又は既にした修繕のために費
用を負担した者に対する償還に充てることが
できる。

参考 1）地震保険
地震、噴火、津波により、建物が損壊、火災

（延焼、拡大を含む）、埋没、流失した場合には、
火災保険（住宅総合保険）のみでは補償を受け
ることはできません。別途、地震保険への加入
が必要となります。
地震によりマンションの共用部分に損害が発
生した場合には、管理組合が修繕や建替え費用
を負担することになります。従って、地震保険
への加入は地震災害への有効な対策手段であり、
管理組合を安定的に運営する観点からも検討が
必要です。なお、地震保険は、主契約に付帯し
て加入するものであり、補償には限度額がある
ため、詳細については保険会社に相談すること
が重要です。 

MEMO
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参考 ２）＜マンションの損害補償（一例）＞ 

保　　　険 対　　　象 加　入　者 リ　ス　ク

火災保険

建
物

共用部分 管理組合 火災、落雷、風水害
破裂・爆発、水漏れ

盗難など

専有部分
各居住者家

財 専有部分

施設賠償責任保険など 共用部分の管理 管理組合
第三者への損害賠償

個人賠償責任保険 専有部分の管理 各居住者（または管理組合）

地震保険

建
物

共用部分 管理組合

地震・噴火・津波専有部分
各居住者家

財 専有部分

参考 3）損害保険加入に当たっての留意する点
　補償の内容には諸々のものがあり、加入に当たっては次の点を十分確認しておく必要があります。
　＜損害保険を契約する際のチェックポイント＞

チェックの観点 主なポイント

物

保

険

●補償対象となっている財物は？ 建物、機械設備、屋外設備
●補償される事故は？ 自然災害以外の偶然な事故

機械設備の電気的事故
地震
水漏れ損害の調査費用

●免責となる（補償されない）事故は？

●修理費用は満額支払われるか？
保険金額は新価または時価
保険価額と保険金額の関係
免責（自己負担）金額の有無

賠
償
責
任
保
険

●�どの部分に起因する事故による賠償責任
を補償するのか？

エレベーター
漏水事故
専有部分

●免責となる（補償されない）事故は？ －
●保険金の支払いの限度額は？ 免責金額の有無

MEMO
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25　�生活にかかわるトラブルとその
対処等

一つの建物の中には、年齢、家族構成、職業、生
活のリズム、考え方が異なるさまざまな人が暮らし
ています。従って、マンションライフを快適に過ご
すためには、他人に配慮する気持ちや、他人の立場
になって考える心構えが必要です。また、一定の
ルール（生活に関する管理規約や使用細則）を定め、
それぞれがその内容について理解し、守る努力をす
ることが基本となります。
一般的に、マンションの三大トラブルとは「騒音

の問題」、「ペット飼育の問題」、「駐車場の問題」と
されており、全国的に共通した課題となっています。

管理組合運営における個人情報の取扱い
個人情報保護法の改正により、管理組合も個人情

報取扱事業者の対象となっています。組合員名簿等
（組合員名簿・居住者名簿など）の作成や取扱いに
ついては、使用細則などで一定のルールを定めてお
く必要があり、個人情報の取扱いについては、以下
の点などを遵守することが必要です。
①取得する場合は、利用目的を本人に伝えること。
②利用目的以外には使用しないこと。
③�保管する際は、情報の漏えい等が生じないよう
安全に管理すること。
④�本人以外の第三者に提供する場合は、原則とし
てあらかじめ本人の同意を得ること。
⑤�本人から個人情報の開示等を求められた場合
は、請求に応じて当該個人情報を開示・訂正等
すること。
管理組合運営上、個人情報に該当するものは、組

合員名簿や居住者名簿のほかにも、管理費等の納入
状況（滞納状況を含む）、駐車場使用契約、防犯カ
メラ映像、各種届出書や申請書等が考えられますの
で、取扱いには十分注意しましょう。また、管理組
合から外部委託先である管理会社への個人情報の
提供については、個人情報の利用目的の達成に必要
な範囲内であれば、上記④の同意は不要とされてい
ます（ただし、管理組合には委託先に対する監督義
務が生じます。）。

住宅宿泊事業法の施行と管理組合
住宅宿泊事業を営もうとする者は、都道府県知事・
保健所設置市の長への届出が必要です。マンション
における住宅宿泊事業に関しては、マンション標準
管理規約第１２条（専有部分の用途の定め）において、
住宅宿泊事業法に基づく住宅宿泊事業を可能とする
場合と禁止する場合の双方の規定例が示されていま
す。トラブル防止のため、管理組合内で十分に議論
し、民泊を許容するか否かを管理規約等において明
確化することが重要です。

参考：�住宅宿泊事業（民泊）に関する相談窓口
民泊制度コールセンター

　民泊制度コールセンターでは、「住宅宿泊事
業法」「住宅宿泊事業の届出」に関することや、
その他民泊の制度等に関するご質問・ご意見・
苦情等を受け付けています。

【連絡先】電話 0570-041-389　　
　　　　（全国共通ナビダイヤル）
【受付時間】平日 ９時～ １７時
※お掛け間違いのないよう十分ご注意ください。
※ナビダイヤルは通話料がかかります。
※日本語のみのご案内となります。　
　・音声ガイダンスが流れますので、お問い合
　　わせの内容に沿って以下の番号を選択して
　　下さい。
　 1番　住宅宿泊事業法、または住宅宿泊事業
　　　の届出等について
　 2番　住宅宿泊管理業、または住宅宿泊仲介
　　　業について
　 3番　民泊制度運営システムの操作や入力に
　　　ついて
　 4番　住宅宿泊事業法に関する上記以外のお
　　　問い合わせ

管理費等の滞納者への措置
管理費等の滞納が発生した場合には、一般的に、
電話、自宅訪問、督促状の送付といった順序で督促
を行いますが、この手順を踏んでもなお支払わない
場合には、法的処置を検討することになります。
なお、滞納者に対する督促の状況等は、裁判になっ
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た場合に証拠として必要となるため必ず記録してお
きましょう。
滞納原因には、経済的理由による場合や、管理組

合や管理会社に対する不満から故意に支払わない場
合など、さまざまなケースがあります。そのため、
原因を十分に調査したうえで、適切な対応策を検討
する必要があります。
実務上、滞納を法的に解決するには時間と費用が

かかるため、日頃から管理組合が区分所有者に対し
て管理費等の重要性について理解を促すことが重要
です。
法的な措置をとる前段階として、管理組合として

の対応の仕組みを整備しておくことが重要です。ど
のような場合に督促や法的措置を行うかについて公
平なルールを定め、その手続きに従って進める必要
があります。
マンション標準管理規約コメントでは、訴訟費用

や遅延損害金について滞納者に請求できる旨の規定
を設けることや、滞納管理費等の回収のために管理
組合がとる措置に関するフローチャートが示されて
いますので、参考にしてください。

義務違反者への対応
管理組合で決めたルールを全員が守り、快適な共

同生活を送ることが理想ですが、ルールを守らず、
電話や自宅訪問などによる再三の注意にも応じない
場合には、義務違反者としての措置を講じることが
考えられます。
義務違反者とは、区分所有法第 6条第 1項におい

て、「区分所有者は、建物の保存に有害な行為その
他建物の管理または使用に関し区分所有者の共同の
利益に反する行為をしてはならない。」と定められ
ており、これに反する行為が該当します。なお、賃
借人などの占有者についても同様です。
法的対応としては、総会の決議により違反者に対

し、｢行為の停止等」「専有部分の使用禁止等」「区
分所有権の競売」「占有者に対する引渡し」などの
請求を裁判により行うことができます。
なお、裁判では、当該請求の必要性の程度や、当

該義務違反行為によって他の区分所有者が被る不利
益の態様、程度等の諸事情が比較考量されますので、
弁護士等の専門家に相談することが望ましいです。

26　住まいの防災・防犯対策

防災対策
防災については、建物の耐震性能を向上させると
ともに、ソフト面として、居住者名簿・要救護者名
簿の整備、防災計画の策定、防災訓練の実施、防災
備蓄の実施等の対策を講じることが大切です。ま
た、近隣自治会等が地域として防災対策に取り組ん
でいる場合には、それに参加したり連携したりする
ことも有効です。
そのほか、管理規約に災害時の意思決定方法や、
理事長等による緊急時の立入りについて規定する
ことを検討してください。また、マンション標準管
理規約には、一定規模以上のマンションについて防
火管理者に関する規定が追加されています。

��〔※マンションの居住人数が一定規模以上の場
合に規定〕
（防火管理者）
第�32条の ２　理事長は、防火上必要な業務を行
わせるため、防火管理者を選任し、消防署に
届け出なければならない。
２ �　防火管理者は、主に次の各号に掲げる防火
管理上必要な業務について、消防計画を作成
し、消防署に届け出るほか、当該消防計画に
基づいた業務を行う。
　一　消火、通報及び避難の訓練の実施
　二　避難経路の確保及び点検
　三　消防用設備等の設置状況の確認及び点検
３ �　理事長は、前項の業務において防火管理者
が改善を申し入れたときは、必要な措置を講
じなければならない。

※�一定規模以上のマンションとは、居住人数が５０人
以上のマンションをいいます。（複合用途型マン
ションを除く。）

�　さらに、近年は、集中豪雨等により地下に設置さ
れた電気設備等が冠水して停電が発生する被害や、
洪水等による浸水被害も見られます。このため、電
気設備等の浸水対策の充実を図ることが望まれて
います。
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防犯対策
犯罪のない安全で安心して暮らせる社会の実現を

目的として、そのための住民、国、地方公共団体、
事業者等が一体となった安全なまちづくりの取組が
進められており、「生活安全条例」の制定や指針の
策定が行われています。共同住宅についても同様に
対策が講じられています。
共同住宅の防犯対策としては、ハード面とソフト

面の両面から検討することが重要です。
１ 　ハード面の対策例
・�死角になりやすい共用部分（廊下、階段、エレ
ベーター、自転車置場など）について、防犯カ
メラ等により監視する機会を高める。

・�堀や柵、歩行面の仕上げ材の変化などによりマ
ンションの領域を明確にし、清掃や整理整頓を
徹底する。

 ・�オートロックシステムの導入、ピッキングに
強い錠前の設置や補助錠の取付け、合わせガ
ラス窓の採用などにより、侵入防止対策を講
じる。

２ 　ソフト面の対策例
 ・�日頃から居住者同士のあいさつが自然に行わ
れるよう取り組む。

 ・�防犯マニュアル等、防犯に関する情報の収集
及び提供を行う。

 ・�近隣自治会と連携し、定期的な「防犯パトロー
ル」を実施する。

＜具体的な指針等＞ ⇒　�各機関のホームページな
どをご覧ください。

国土交通省：『共同住宅に係る防犯上の留意事項』
愛知県： 『住宅に関する防犯上の指針』

27　良好なコミュニティ形成のために
互いの何気ない心配りが、快適なマンションでの
生活の基本です。 維持・管理の仕組みが整ってい
ても、それだけで快適な生活が保証されるわけでは
ありません。
マンションの各住戸は、壁や床、天井を隔てて他
の住戸に接しています。このため、ピアノを弾く音
や子供が飛び跳ねる音、テレビの音なども、意外に
他の住戸に聞こえてしまうことがあります。
このように、マンションの生活では、気がつかな
いうちに加害者となっていることもあります。
しかし、床にカーペットを敷く、夜間は大きな音
を出さないようにするなど、ちょっとした気遣いに
よって防ぐことができることも多くあります。
同じ建物の中で生活している以上、他の人に迷惑
をかけないよう、生活共同体（コミュニティ）の一
員としての自覚を持ち、お互いに配慮することが大
切です。
お互いの何気ない心配りが、快適なマンションラ
イフの基本です。

MEMO
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28　マンション管理・再生ポータルサイト

　国土交通省住宅局が運営する「マンション管理・再生ポータルサイト」では、管理組合役員をはじめ、す
べての区分所有者がマンションの管理・再生について学び、将来想定される課題に備えるための情報が提供
されています。

■　マンション管理に必要な情報をわかりやすく掲載
　マンション管理は管理会社だけに任せるもので
はなく、区分所有者一人ひとりの理解と参加が大
切です。
　本サイトでは、マンション管理の基礎知識から
実務に役立つ情報まで、幅広い内容をわかりやす
く紹介されています。
　適切な管理を行うことで、快適な居住環境の維
持や資産価値の向上が期待できます。 

■　老朽化への対応やマンション再生について学べる
　築年数が経過したマンションでは、建物や設備
の老朽化が進みます。
　本サイトでは、マンションの改修・修繕や建替
え、敷地売却など、マンション再生のさまざまな
選択肢について解説されています。
　また、建替えか修繕かを判断するためのマニュ
アルや、合意形成の進め方、各種ガイドラインも
紹介されており、将来の方向性を検討する際の参
考資料として活用できます。
 

■　管理計画認定制度
　「管理計画認定制度」は、管理組合の運営状況
や長期修繕計画などが一定の基準を満たしている
場合に、地方公共団体から認定を受けられる制度
です。
　本サイトでは、制度の概要や関連資料が紹介さ
れており、管理水準の向上や資産価値の維持に役
立つ情報を得ることができます。

■　Ｑ＆Ａやライブラリーで実務に役立つ情報を入手
　「Ｑ＆Ａ」では、マンションの管理・再生につ
いて、よくある質問とその回答が紹介されてい
ます。
　また、 「ライブラリー」では、マンションの管理・
再生に関するリーフレットや資料、解説動画など
を閲覧することができます。

■　専門機関への相談も可能
　本サイト内では、マンションの管理や再生に関
する専門相談窓口も案内されています。
• �日常の管理組合運営や建物・設備の維持管理等
に関すること
　（公財）マンション管理センター
•マンション管理計画認定制度に関すること
　（一社）日本マンション管理士会連合会
•マンションの建替えや敷地売却に関すること
　（公益）住宅リフォーム・紛争処理支援センター
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29　名古屋市のマンション管理・再生に関する支援制度のご案内

分譲マンションの管理に関する支援制度や相談
先をご案内するワンストップ窓口です。マンショ
ン管理状況届出制度や各種支援制度等につい
てご相談ください。

名古屋市内の分譲マンション

マンション管理状況届出書の受付 専門家派遣の受付
修繕工事に関する発注支援の受付 各種支援制度の案内

分譲マンション管理支援窓口

マンション管理ミニガイド.indd   47マンション管理ミニガイド.indd   47 2026/08/04   13:48:472026/08/04   13:48:47



48

公益財団法人　マンション管理センター
� https://www.mankan.or.jp/
　マンション管理についての指導、情報提供を行うことを目的として設立された公益法人です。マンション管
理適正化法に定める「マンション管理適正化推進センター」に指定されています。
●相談窓口　一般相談　☎　03-3222-1517　　技術相談　☎　03-3222-1519
●管理計画認定制度　https://mankan.or.jp/11_managementplan/mpsupport.html
●長期修繕計画作成　https://mankan.or.jp/07_skillsupport/skillsupport.html

独立行政法人　住宅金融支援機構東海支店
� https://www.jhf.go.jp/
　住宅の建設等に必要な資金の融通を支援するための貸付債権の譲受け等の業務や、良好な住宅の建設等に必
要な資金の調達等に関する情報の提供その他業務を行うほか、一般金融機関を補完するための災害復興建築物
の建設等に必要な資金の貸付けの業務を行うことにより、住宅の建設等に必要な資金の円滑かつ効率的な融通
を図り、もって国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とする独立行政法人です。
●相談窓口　　☎　052-971-6903
●マンション共用部分リフォーム融資　https://www.jhf.go.jp/kanri/mansionreform_kanri/index.html
●マンションすまい・る債　https://www.jhf.go.jp/kanri/smile/index.html

一般社団法人　マンション管理業協会中部支部
� https://www.kanrikyou.or.jp/
　マンション管理業者を会員とする一般社団法人です。マンション管理適正化第95条に規定する指定法人の指
定を受けた団体です。
●相談窓口　「管理委託契約書」に定められた業務に関する相談　☎　050-3733-8982
●マンション管理適正評価制度　https://www.kanrikyo.or.jp/evaluation/index.html

愛知県弁護士会
� https://www.aiben.jp/
　弁護士法に基づき、弁護士及び弁護士法人の使命及び職務にかんがみ、その品位を保持し、弁護士及び弁護
士法人の事務の改善進歩を図るため、弁護士・弁護士法人の指導、連絡及び監督に関する事務を行うことを目
的として設立された、愛知県内を管轄する弁護士会です。マンション管理推進協議会では、専門家団体として
専門家相談（弁護士）を行っています。
●一般相談（有料）
●建築紛争相談（有料）　☎　0570-783-110

��

��

��

��

��

��

��

��

マンション関連団体
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公益社団法人　愛知建築士会
� https://www.aichishikai.or.jp/
　建築士法に基づき、建築士に対する建築技術に関する研修並びに会員の指導及び連絡に関する事務を行い、
もって建築士の品位の保持及び向上並びにその業務の進歩改善に資するとともに、建築物による災害被害から
県民の生命及び財産の保護、建築物に係る県民の利益の擁護及び増進並びに建築文化の振興を図るための事業
を実施し、社会に貢献することを目的として設置された、愛知県唯一の建築士を会員とした公益法人です。マ
ンション管理推進協議会では、専門家団体として専門家相談(弁護士)を行っています。
●一般建築相談　☎　052-201-2201　　FAX　052-201-3601

公益社団法人　愛知県建築士事務所協会
� https://www.aichi-jimkyo.or.jp/
　建築士法に基づき、建築士事務所の業務の適正な運営と健全な発展及び建築士事務所の開設者に設計等を委
託する建築主の利益の保護を図り、建築文化の向上と公共の福祉の増進に寄与することを目的として、愛知県
より認定された県内唯一の建築士事務所を会員とした公益法人です。マンション管理推進協議会では、専門家
団体として専門家相談(建築士)を行っています。
●建築士による一般相談・苦情解決業務　☎　052-201-0500　　FAX　052-201-0508

一般社団法人　愛知県マンション管理士会
� https://www.aichi-mankan.org/
　一般社団法人日本マンション管理士会連合会、愛知県、名古屋市及び関係団体との連携、　協力等により、
会員の活動を支援するとともにマンション管理士制度の普及、周知を通じてマンションの管理の適正化に資す
ることを目的として設立された愛知県内のマンション管理士を会員とする一般社団法人です。マンション管理
推進協議会では、専門家団体として専門家相談（マンション管理士）等を行っています。
●定期無料相談　https://aichi-mankan.org/wp-content/uploads/2026/02/R 8 _teiki_soudan.pdf
　　　　　　　　☎　052-265-9088　　FAX　052-265-9108

特定非営利活動法人　中部マンション管理組合協議会
� https://www.cyubu-kankyo.org/
　中部地方に所在する分譲マンションの管理組合、区分所有者に対して、分譲マンション管理組合の立場でマ
ンションの適正かつ合理的な管理運営及び建物、設備の維持管理などのための、助言、相談、支援並びに資料
収集、資料提供、情報交換に関する事業を行い、健全なコミュニティの形成と住環境の維持保全を図り、もっ
て地域のまちづくりの推進に寄与することを目的として設立された特定非営利活動法人です。マンション管理
推進協議会では、専門家相談（マンション管理士）等を行っています。
●来訪相談
●月例相談会（予約制・無料）　☎　052-322-9956　　FAX　052-322-9959
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� （https://www.manshion-kyo.jp/）
　マンション管理適正化法の施行に伴って、平成14年 3月に発足し、現在、愛知県及び名古屋市
を含む県内36市の行政機関、マンションに関する団体、専門家の団体等が連携して、マンション
の良好な管理を推進するため、各種の支援事業を行っています。
　協議会の運営団体、専門家団体及び事業参加団体は、次のとおりです。

運営団体 愛知県、名古屋市、愛知県住宅供給公社、名古屋市住宅供給公社、（独）住宅金融支援機
構東海支店、（一社）マンション管理業協会中部支部

専門家協力団体 愛知県弁護士会、（公社）愛知建築士会、（公社）愛知県建築士事務所協会、（一社）愛知
県マンション管理士会

事業参加団体 豊橋市、岡崎市、一宮市、瀬戸市、半田市、春日井市、豊川市、津島市、碧南市、刈谷市、
豊田市、安城市、西尾市、蒲郡市、犬山市、常滑市、江南市、小牧市、稲沢市、東海市、
大府市、知多市、知立市、尾張旭市、高浜市、岩倉市、豊明市、日進市、愛西市、清須市、
北名古屋市、弥富市、みよし市、あま市、長久手市、

（独）都市再生機構中部支社、（公社）愛知県宅地建物取引業協会、（一社）中部不動産協会、
（一社）東海住宅産業協会、（一社）不動産協会中部支部、（公社）愛知県防犯協会連合会、
NPO法人中部マンション管理組合協議会、日本放送協会名古屋放送局

　　
　　協議会の支援事業は次のとおりです。
　①　相談事業（すべて無料）
　　≪定期相談≫
　　●マンション管理士定期相談（原則予約制）
　　　事業内容　マンション管理に関する相談一般
　　　相談日時　毎週火曜日（原則）、第 1日曜日13時～ 16時（ 1時間以内）
　　　相談場所　オアシス21バスターミナル内「住まいの窓口」
　　　相談方法　原則として面接（面接予約が入っていない場合は当日電話相談対応可）
　　　予約方法　「住まいの窓口」に電話予約（TEL　052－961－4555）
　　　　　　　　（受付時間：10時～ 19時、定休日：毎週木曜日、第 2・第 4水曜日、年末年始）
　　≪事前申し込み事業≫
　　●弁護士・建築士予約相談（事前に上記マンション管理士定期相談の実施が必要）
　　　事業内容　マンション管理に関する法律・建築相談
　　　相談日時　希望日時をもとに決定（年 1回まで・ 1時間以内）
　　　相談場所　相談対応弁護士又は建築士の事務所
　　●マンション管理士派遣事業（自主管理組合に限る）
　　　事業内容　マンション管理に関する勉強会への講師（マンション管理士）の派遣
　　　派遣日時　希望日時をもとにマンション管理推進協議会事務局で決定（年 2回まで・各 2時間以内）
　　　派遣場所　申込時にマンション管理推進協議会事務局で決定

��

��

��

��

��

��

��

��

マンション管理推進協議会
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　　●マンション管理士地域別相談会（名古屋市外で実施）
　　　事　業　内　容　マンション管理士によるマンション管理に関する相談会を地域別に実施
　　　実施日時・場所　日程等が決まり次第ホームページに掲載
　②　セミナー・講座・交流会開催事業（すべて無料・事前申込が必要）
　　　管理組合役員・区分所有者等を対象としてセミナー・講座・交流会を開催しています。
　③　広報・啓発事業
　　�　「マンション管理ミニガイド」等を作成するとともに、ホームページを運営し、マンション
に関する法令等やセミナー・講座・交流会の開催情報等を提供しています。

　　　以下の法令等については、ホームページの例規集でご確認ください。
　　　
　　・�老朽化マンション等の管理及び再生等の円滑化等を図るための建物の区分所有等に関する法律等の一部

を改正する法律（令和 7年法律第47号）
　　・�建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）
　　・�マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）
　　・�マンション標準管理規約及び同コメント（単棟型）・（団地型）・（複合用途型）（令和 7年10月最終改正）
　　・マンションの再生等の円滑化に関する法律（平成14年法律第78号）
　　・マンションにおける外部管理者方式等に関するガイドライン（令和 8年 4月最終改正）
　　・マンションの修繕積立金に関するガイドライン（令和 6年 6月最終改正）
　　・長期修繕計画標準様式、長期修繕計画作成ガイドライン・同コメント（令和 6年 6月最終改定）

◆愛知県内市の相談窓口
職員による一般相談・資料提供・専門相談機関（下記以外の市の窓口については各市にお問い合わせください。）

市　名 所 管 課 電話番号 市　名 所 管 課 電話番号 市　名 所 管 課 電話番号

豊 橋 市 住 宅 課 0532-51-2602 西 尾 市 建 築 課 0563-65-2381 高 浜 市 都 市 計 画
グ ル ー プ 0566-95-9534

岡 崎 市 住環境政策課 0564-23-6880 蒲 郡 市 建築住宅課 0533-66-1132 岩 倉 市 都市整備課 0587-38-5814

一 宮 市 住宅政策課 0586-85-7010 犬 山 市 都市計画課 0568-44-0331 豊 明 市 都市計画課 0562-92-1114

瀬 戸 市 都市計画課 0561-88-2686 常 滑 市 都市計画課 0569-47-6123 日 進 市 都市計画課 0561-73-2049

半 田 市 建 築 課 0569-84-0671 江 南 市 建 築 課 0587-50-0287 愛 西 市 都市計画課 0567-55-7126

春日井市 住宅政策課 0568-85-6572 小 牧 市 建 築 課 0568-76-1194 清 須 市 都市計画課 052-400-2911

豊 川 市 建 築 課 0533-89-2144 稲 沢 市 建 築 課 0587-32-1418 北名古屋市 施設管理課 0568-22-1111

津 島 市 都市計画課 0567-55-9627 東 海 市 建築住宅課 052-613-7816 弥 富 市 都市整備課 0567-65-1111

碧 南 市 建 築 課 0566-95-9907 大 府 市 都市政策課 0562-45-6314 みよし市 都市計画課 0561-32-8021

刈 谷 市 建 築 課 0566-62-1021 知 多 市 都市計画課 0562-36-2669 あ ま 市 都市計画課 052-441-7112

豊 田 市 建築相談課 0565-34-6649 知 立 市 建 築 課 0566-95-0156 長久手市 都市計画課 0561-56-0622

安 城 市 建 築 課 0566-71-2241 尾張旭市 都市計画課 0561-76-8158

※町村区域の相談窓口は、愛知県住宅計画課です。

◆事務局
　愛知県建築局公共建築部住宅計画課　　TEL：０５２-９５４-６５６９
　名古屋市住宅都市局住宅部住宅企画課　TEL：０５２-９７２-２７７５
� R8.6　5,000 部

https://www.manshon-kyo.jp/rule
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これだけは
知って

　おきたい！
マンションの管理状況
チェックシート

　国土交通省のホームページ『マンション管理・再生ポータルサイト』では、
「これだけは知っておきたい！マンションの管理状況チェックシート」が掲載されています。
　マンションの購入をお考えの際には、マンションの管理状況にも目を向けてみましょう
と紹介されていますが、現在マンションにお住まいの方にも参考となる内容です。
　各チェックポイントに関する詳細な解説は、右側の二次元コードからアクセスできる
ページでご確認いただけます。

主な管理状況の事項 チェックポイント

□ 竣工年次

□ 共用部分・専有部分の範囲

□ 通常総会の開催時期

□ 通常総会の議事内容

□ 理事会の開催時期・回数

□ 管理業者の会社名・委託形態

□ 管理規約の内容

□ 規則等の有無・内容

□ 管理費などの毎月の支払額

□ 管理費などの支払期限・方法

□ 管理費会計の収支状況

□ 修繕積立金会計の収支状況

　 管理費・修繕積立金などの□ 　 支払額の変更予定

　 購入予定の専有部分の□ 　 管理費などの滞納状況

□ 長期修繕計画の有無

　 共用部分の修繕・□ 　 改良工事の実施履歴

　 共用部分の修繕・□ 　 改良工事の実施予定

●新耐震基準が適用された昭和 56 年以前築かどうか

●建物の躯体（壁・床・天井）や設備（水道・電気・ガス・通信）、建具（ドア・窓）の共用部分と専
有部分の範囲はどこまでか

●年 1 回開催される通常総会は何月に開催されているか

●年 1 回開催される通常総会において、どのような内容が話し合われているか
●管理組合としての意思決定が円滑に行われているか

●理事会の開催頻度はどの程度か（例：月 1 回など）

●管理業者はどこか
●管理業務の委託の範囲（全部・一部）

●管理規約において、標準管理規約で規定されている事項が網羅されているか

●駐車場・駐輪場の利用やペットの飼育などについて細則が定められているか

●管理費・修繕積立金の毎月の支払い額はいくらか
　＊この他に、駐車場を利用する場合の駐車場利用料、専用庭やルーフバルコニーがある場合はその使用料などの支払いが必要な場合も

　あります

●支払い期限はいつまでか
●支払い方法はどのような方法か（口座振替・自動送金・銀行振込など）

●日常管理業務（敷地・共用部分の清掃や光熱費など）に要する費用を管理費収入で賄えているか

●修繕積立金の現時点の積立額がいくらか
●長期修繕計画で予定されている将来の工事費用に対し、修繕積立金が不足することがないか

●管理費・修繕積立金などの支払額の変更予定があるか
●〈変更予定がある場合〉値上げ予定額はいくらか

●購入予定の専有部分（現在の区分所有者）が管理費などを滞納していないか

●長期修繕計画が作成されているかどうか

●これまでに実施された修繕・改良工事の実施時期はいつか
●これまでに実施された修繕・改良工事の内容はどのようなものか

●今後実施する予定の修繕・改良工事の実施時期はいつか
●今後実施する予定の修繕・改良工事の内容はどのようなものか
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このミニガイドは、
分譲マンションの管理に関する知識として
必要な基本的事項をまとめたものです。

快適なマンション生活を送っていただくうえで
ご参考にしてください。

マンション管理推進協議会

～令和 7年改正法対応～

「マンション管理ミニガイド」

マンション管理推進協議会

快適なマンション生活に向けて

平成17年  3 月　初版発行
平成19年  3 月　改訂版発行
平成24年  3 月　改訂版発行
平成28年10月　改訂版発行
令和  3  年11月　改訂版発行
令和  8  年  6 月　改訂版発行

快適なマンション生活に向けて快適なマンション生活に向けて

●●●改訂版
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